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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　キャリア増幅器（１２）とピーク増幅器（１４）とを有するドハティ増幅器（１６）の
出力に接続され、前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）か
らの出力とを合成するドハティ増幅器用合成器であって、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力が入力される第１入力端子（２６）と、
　前記ピーク増幅器（１４）からの出力が入力される第２入力端子（２８）と、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出力とを合
成した信号が出力される出力端子（３０）と、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出力との合
成点（３２）と、
　前記第１入力端子（２６）と前記合成点（３２）との間に接続された第１λ／４線路（
３４Ａ）と、
　前記合成点（３２）と前記出力端子（３０）との間に接続された第２λ／４線路（３４
Ｂ）と、
　前記第１入力端子（２６）から前記合成点（３２）にかけて流れる信号、前記第２入力
端子（２８）から前記合成点（３２）にかけて流れる信号及び前記合成点（３２）から前
記出力端子（３０）にかけて流れる信号のうち、１以上の信号をモニタする信号モニタ手
段とを有し、
　前記信号モニタ手段は、方向性結合器（４０Ａ又は４０Ｂ）を備え、
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　前記方向性結合器（４０Ａ又は４０Ｂ）は、
　前記第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路（３４Ｂ）のうち、モニタ対象
のλ／４線路と電磁結合する第３λ／４線路（３４Ｃ）を有し、
　複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板（４２）を有し、
　前記第１入力端子（２６）、前記第２入力端子（２８）及び前記出力端子（３０）が前
記誘電体基板（４２）の表面に形成され、
　前記第１λ／４線路（３４Ａ）、前記第２λ／４線路（３４Ｂ）及び前記第３λ／４線
路（３４Ｃ）が前記誘電体基板（４２）内に形成され、
　前記誘電体基板（４２）内に、前記第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路
（３４Ｂ）のうち、前記モニタ対象のλ／４線路、並びに前記第３λ／４線路（３４Ｃ）
と、前記第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路（３４Ｂ）のうち、前記モニ
タ対象外のλ／４線路との間に形成された内層シールド電極（４８）を有することを特徴
とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項２】
　請求項１記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第３λ／４線路（３４Ｃ）の一端にモニタ端子（３６ａ又は３６ｂ）が接続され、
前記第３λ／４線路（３４Ｃ）の他端に終端抵抗（Ｒｅ）が接続され、
　前記モニタ端子（３６ａ又は３６ｂ）は前記誘電体基板（４２）の表面に形成されてい
ることを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項３】
　キャリア増幅器（１２）とピーク増幅器（１４）とを有するドハティ増幅器（１６）の
出力に接続され、前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）か
らの出力とを合成するドハティ増幅器用合成器であって、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力が入力される第１入力端子（２６）と、
　前記ピーク増幅器（１４）からの出力が入力される第２入力端子（２８）と、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出力とを合
成した信号が出力される出力端子（３０）と、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出力との合
成点（３２）と、
　前記第１入力端子（２６）と前記合成点（３２）との間に接続された第１λ／４線路（
３４Ａ）と、
　前記合成点（３２）と前記出力端子（３０）との間に接続された第２λ／４線路（３４
Ｂ）と、
　前記第１入力端子（２６）から前記合成点（３２）にかけて流れる信号、前記第２入力
端子（２８）から前記合成点（３２）にかけて流れる信号及び前記合成点（３２）から前
記出力端子（３０）にかけて流れる信号のうち、１以上の信号をモニタする信号モニタ手
段とを有し、
　前記信号モニタ手段は、方向性結合器（４０Ａ又は４０Ｂ）を備え、
　前記方向性結合器（４０Ａ又は４０Ｂ）は、
　前記第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路（３４Ｂ）のうち、モニタ対象
のλ／４線路と電磁結合する第３λ／４線路（３４Ｃ）を有し、
　さらに、前記第３λ／４線路（３４Ｃ）に接続され、且つ、該第３λ／４線路（３４Ｃ
）の特性インピーダンスを前記モニタ対象のλ／４線路の特性インピーダンスと整合させ
るための第４λ／４線路（３４Ｄ）とを有し、
　前記モニタ対象のλ／４線路、前記第３λ／４線路（３４Ｃ）及び前記第４λ／４線路
（３４Ｄ）の各特性インピーダンスが共に同じであることを特徴とするドハティ増幅器用
合成器。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第３λ／４線路（３４Ｃ）は、前記第２λ／４線路（３４Ｂ）と電磁結合されてい
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ることを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項５】
　請求項１～３のいずれか１項に記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第３λ／４線路（３４Ｃ）は、前記第１λ／４線路（３４Ａ）と電磁結合されてい
ることを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項６】
　請求項３記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第３λ／４線路（３４Ｃ）の一端に前記第４λ／４線路（３４Ｄ）の一端が接続さ
れ、前記第３λ／４線路（３４Ｃ）の他端に終端抵抗（Ｒｅ）が接続され、
　前記第４λ／４線路（３４Ｄ）の他端にモニタ端子（３６ａ又は３６ｂ）が接続されて
いることを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項７】
　請求項３記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第３λ／４線路（３４Ｃ）の一端に前記第４λ／４線路（３４Ｄ）の一端が接続さ
れ、前記第３λ／４線路（３４Ｃ）の他端にモニタ端子（３６ａ又は３６ｂ）が接続され
、
　前記第４λ／４線路（３４Ｄ）の他端に終端抵抗（Ｒｅ）が接続されていることを特徴
とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項８】
　請求項６又は７記載のドハティ増幅器用合成器において、
　複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板（４２）を有し、
　前記第１入力端子（２６）、前記第２入力端子（２８）、前記出力端子（３０）及び前
記モニタ端子（３６ａ又は３６ｂ）が前記誘電体基板（４２）の表面に形成され、
　前記第１λ／４線路（３４Ａ）、前記第２λ／４線路（３４Ｂ）、前記第３λ／４線路
（３４Ｃ）及び前記第４λ／４線路（３４Ｄ）が前記誘電体基板（４２）内に形成されて
いることを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項９】
　請求項８記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記誘電体基板（４２）内に、前記第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路
（３４Ｂ）のうち、前記モニタ対象のλ／４線路並びに前記第３λ／４線路（３４Ｃ）と
、前記第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路（３４Ｂ）のうち、前記モニタ
対象外のλ／４線路との間に形成された第１内層シールド電極（４８ａ）と、
　前記誘電体基板（４２）内に、前記モニタ対象のλ／４線路と、前記第４λ／４線路（
３４Ｄ）との間に形成された第２内層シールド電極（４８ｂ）とを有することを特徴とす
るドハティ増幅器用合成器。
【請求項１０】
　請求項８又は９記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第３λ／４線路（３４Ｃ）と前記第４λ／４線路（３４Ｄ）とがビアホール（７２
）を介して接続されていることを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項１１】
　請求項２又は６記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記モニタ端子（３６ａ又は３６ｂ）に、前記方向性結合器（４０Ａ又は４０Ｂ）の出
力をモニタするためのモニタ回路（５０ａ又は５０ｂ）が接続され、
　前記モニタ回路（５０ａ又は５０ｂ）は、ダイオード（Ｄａ）を有することを特徴とす
るドハティ増幅器用合成器。
【請求項１２】
　キャリア増幅器（１２）とピーク増幅器（１４）とを有するドハティ増幅器（１６）の
出力に接続され、前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）か
らの出力とを合成するドハティ増幅器用合成器であって、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力が入力される第１入力端子（２６）と、
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　前記ピーク増幅器（１４）からの出力が入力される第２入力端子（２８）と、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出力とを合
成した信号が出力される出力端子（３０）と、
　前記キャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出力との合
成点（３２）と、
　前記第１入力端子（２６）と前記合成点（３２）との間に接続された第１λ／４線路（
３４Ａ）と、
　前記合成点（３２）と前記出力端子（３０）との間に接続された第２λ／４線路（３４
Ｂ）と、
　前記第１入力端子（２６）から前記合成点（３２）にかけて流れる信号、前記第２入力
端子（２８）から前記合成点（３２）にかけて流れる信号及び前記合成点（３２）から前
記出力端子（３０）にかけて流れる信号のうち、１以上の信号をモニタする信号モニタ手
段とを有し、
　前記信号モニタ手段は、方向性結合器（４０Ｃ）を備え、
　前記方向性結合器（４０Ｃ）は、
　前記第２λ／４線路（３４Ｂ）と前記出力端子（３０）との間に接続された第５λ／４
線路（３４Ｅ）と、
　前記第５λ／４線路（３４Ｅ）と電磁結合する第６λ／４線路（３４Ｆ）とを有し、
　複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板（４２）を有し、
　前記第１入力端子（２６）、前記第２入力端子（２８）及び前記出力端子（３０）が前
記誘電体基板（４２）の表面に形成され、
　前記第１λ／４線路（３４Ａ）、前記第２λ／４線路（３４Ｂ）、前記第５λ／４線路
（３４Ｅ）及び前記第６λ／４線路（３４Ｆ）が前記誘電体基板（４２）内に形成され、
　前記誘電体基板（４２）内に、前記第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路
（３４Ｂ）と、前記第５λ／４線路（３４Ｅ）及び前記第６λ／４線路（３４Ｆ）との間
に形成された内層シールド電極（４８）を有することを特徴とするドハティ増幅器用合成
器。
【請求項１３】
　請求項１２記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第６λ／４線路（３４Ｆ）の一端にモニタ端子（３６ｃ）が接続され、前記第６λ
／４線路（３４Ｆ）の他端に終端抵抗（Ｒｅ）が接続され、
　前記モニタ端子（３６ｃ）は前記誘電体基板（４２）の表面に形成されていることを特
徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか１項に記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記第１入力端子（２６）と前記第１λ／４線路（３４Ａ）とが容量結合され、
　前記第２入力端子（２８）と前記第２λ／４線路（３４Ｂ）とが容量結合されているこ
とを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項１５】
　複数のキャリア増幅器（１２）と１つのピーク増幅器（１４）とを有するドハティ増幅
器（１６）の出力に接続され、前記複数のキャリア増幅器（１２）からの各出力と前記ピ
ーク増幅器（１４）からの出力とを合成するドハティ増幅器用合成器であって、
　前記複数のキャリア増幅器（１２）からの出力が入力される複数の第１入力端子（２６
）と、
　前記ピーク増幅器（１４）からの出力が入力される１つの第２入力端子（２８）と、
　前記複数のキャリア増幅器（１２）からの各出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出
力とを合成した信号が出力される１つの出力端子（３０）と、
　前記複数のキャリア増幅器（１２）からの出力と前記ピーク増幅器（１４）からの出力
との合成点（３２）と、
　前記複数の第１入力端子（２６）と前記合成点（３２）との間にそれぞれ接続された複
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数の第１λ／４線路（３４Ａ）と、
　前記合成点（３２）と前記出力端子（３０）との間に接続された第２λ／４線路（３４
Ｂ）と、
　前記複数の第１入力端子（２６）から前記合成点（３２）にかけてそれぞれ流れる信号
、前記第２入力端子（２８）から前記合成点（３２）にかけて流れる信号及び前記合成点
（３２）から前記出力端子（３０）にかけて流れる信号のうち、１以上の信号をモニタす
る信号モニタ手段とを有し、
　複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板（４２）を有し、
　前記複数の第１入力端子（２６）、前記第２入力端子（２８）及び前記出力端子（３０
）が前記誘電体基板（４２）の表面に形成され、
　前記複数の第１λ／４線路（３４Ａ）及び前記第２λ／４線路（３４Ｂ）が前記誘電体
基板（４２）内に形成され、
　前記誘電体基板（４２）内のうち、前記複数の第１λ／４線路（３４Ａ）間、並びに、
前記複数の第１λ／４線路（３４Ａ）と前記第２λ／４線路（３４Ｂ）間にそれぞれ内層
シールド電極（４８）が形成されていることを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項１６】
　請求項１５記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記信号モニタ手段は、
　前記キャリア増幅器（１２）からのキャリア信号の振幅情報を出力するための第１モニ
タ端子（３６ｄ）を有することを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項１７】
　請求項１６記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記信号モニタ手段は、
　前記第１入力端子（２６）と前記第１λ／４線路（３４Ａ）との間の第１線路（７６ａ
）に平行して配置され、前記第１線路（７６ａ）と電磁気的に結合された第１モニタ線路
（７８ａ）を有し、
　前記第１モニタ線路（７８ａ）は前記第１モニタ端子（３６ｄ）に接続されていること
を特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項１８】
　請求項１、１２又は１５記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記誘電体基板（４２）のうち、回路基板が設置される面の反対面に設けられた複数の
溝（９０）を有することを特徴とするドハティ増幅器用合成器。
【請求項１９】
　請求項１、１２又は１５記載のドハティ増幅器用合成器において、
　前記誘電体基板（４２）にサーマルビア（９２）が形成されていることを特徴とするド
ハティ増幅器用合成器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ドハティ増幅器の出力段に接続され、キャリア増幅器からの出力とピーク増
幅器からの出力を合成するドハティ増幅器用合成器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近時、携帯電話の基地局のエリア内に存在する携帯電話と通信するため、基地局内に送
信用増幅器が実装されている。この送信用増幅器は、基地局のエリア内の端末数の増加及
びデータ通信の普及に伴う通信速度の向上に対応する必要がある。そのため、送信用増幅
器は、出力信号の利得歪及び位相歪の抑制が必要である。送信用増幅器は、基地局でもっ
とも電力消費の大きい回路である。そのため、携帯電話のサービス各社にとっては、電力
コストの削減の要求、並びに環境面から各社に課せられる温室効果ガス排出削減の要求に
対処するため、送信用増幅器の増幅器効率の改善が重要な課題になっている。
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【０００３】
　一般に、増幅器における利得歪及び位相歪と、増幅器効率は二律背反の性質を持つ。そ
のため、現在、これらの特性を総合的に改善するための技術が模索されている。具体的に
は、利得歪及び位相歪を改善するために、送信用増幅器からの出力の一部をモニタしてデ
ジタル処理し、デジタル処理して得た信号に基づいて増幅器への入力信号を調整して歪を
抑制するようにしている。これがいわゆるＤＰＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　ｐｒｅ　ｄｉｓｔｏ
ｒｔｉｏｎ）技術である。
【０００４】
　また、従来では、携帯電話信号に対する増幅器効率の改善のために、携帯電話の基地局
の送信用パワーアンプとして、ドハティ増幅器が広く採用されている。
【０００５】
　ドハティ増幅器は、互いに並列に配置されたキャリア増幅器とピーク増幅器から構成さ
れており、両増幅器の動作を制御することで、携帯電話のように平均電力とピーク電力の
差の大きい信号に対する増幅効率の改善をねらうものである。
【０００６】
　一方で、携帯電話のデータ通信速度の向上、基地局エリア内の携帯電話の収容数の拡大
に対応するためには、増幅器の出力歪を制御する必要がある。この目的で、上述したＤＰ
Ｄを用いた回路が使用される。
【０００７】
　これは、キャリア増幅器及びピーク増幅器の出力を合成した後の、ドハティ増幅器の出
力の一部を取り出し、その信号をデジタル処理した結果に基づいて、ドハティ増幅器への
入力信号を調整し、増幅器出力の歪を補正するものである。
【０００８】
　この目的にため、キャリア増幅器とピーク増幅器の出力を合成するドハティ増幅器用合
成器と、出力アンテナの間に結合度－２０ｄＢから－４０ｄＢの方向性結合器を実装し、
その方向性結合器の出力をデジタル処理部への入力としている。
【０００９】
　従来のドハティ増幅器用合成器としては、例えば特開２００８－２５２２１５号公報に
開示がある。この従来のドハティ増幅器用合成器は、ドハティ増幅器の出力に接続され、
キャリア増幅器からの出力とピーク増幅器からの出力を合成する回路であって、キャリア
増幅器からの出力とピーク増幅器からの出力との合成点とキャリア増幅器との間に接続さ
れた第１λ／４線路と、合成点との間に接続された第２λ／４線路とが誘電体基板内に形
成されてチップ状に構成されていることを特徴としている。
【００１０】
　ところで、方向性結合器を通過する信号はドハティ増幅器からの出力であることから、
数十Ｗから数百Ｗの高い電力であるが、上述の方向性結合器は大きな消費電力損失を有す
るため、方向性結合器で大きな電力が失われるという問題がある。
【００１１】
　また、ドハティ増幅器用合成器と方向結合器が搭載される回路基板の製造バラツキや実
装時のバラツキにより、方向性結合器からの出力、位相が変化を受け、デジタル回路によ
る補正が十分に効果を発揮しない場合がある。この場合、増幅器出力歪を規定の値に保持
するため、増幅器効率を犠牲にせざるを得なかった。
【００１２】
　また、上述のＤＰＤ技術では、図４４に示すような単純なＡＭ／ＡＭ歪特性（利得歪）
を有する増幅器では高度な歪補正が可能である。一方、ドハティ増幅器のＡＭ／ＡＭ歪特
性は、キャリア増幅器が飽和に差し掛かった後にピーク増幅器が動作を開始するという機
構に起因して、図４５に示すような変曲点Ｐｂを有する。この変曲点Ｐｂはドハティ増幅
器の効率を高めるためにピーク増幅器の動作開始点を高出力側にするほど顕著になるため
、増幅器に許容される値に歪を抑制するためには効率を犠牲にせざるを得なかった。
【発明の概要】
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【００１３】
　本発明はこのような課題を考慮してなされたものであり、ドハティ増幅器で問題となる
利得歪、位相歪を増幅器効率の低下を招くことなく改善することができ、また、部品点数
を削減でき、回路の小型化・軽量化を実現することができるドハティ増幅器用合成器を提
供することを目的とする。
【００１４】
［１］　第１の発明に係るドハティ増幅器用合成器は、キャリア増幅器とピーク増幅器と
を有するドハティ増幅器の出力に接続され、前記キャリア増幅器からの出力と前記ピーク
増幅器からの出力とを合成するドハティ増幅器用合成器であって、前記キャリア増幅器か
らの出力が入力される第１入力端子と、前記ピーク増幅器からの出力が入力される第２入
力端子と、前記キャリア増幅器からの出力と前記ピーク増幅器からの出力とを合成した信
号が出力される出力端子と、前記キャリア増幅器からの出力と前記ピーク増幅器からの出
力との合成点と、前記第１入力端子と前記合成点との間に接続された第１λ／４線路と、
前記合成点と前記出力端子との間に接続された第２λ／４線路と、前記第１入力端子から
前記合成点にかけて流れる信号、前記第２入力端子から前記合成点にかけて流れる信号及
び前記合成点から前記出力端子にかけて流れる信号のうち、１以上の信号をモニタする信
号モニタ手段とを有することを特徴とする。
【００１５】
［２］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、方向性結合器を備え、前記方向
性結合器は、前記第１λ／４線路及び前記第２λ／４線路のうち、モニタ対象のλ／４線
路と電磁結合する第３λ／４線路を有することを特徴とする。
【００１６】
［３］　第１の本発明において、前記第３λ／４線路の一端にモニタ端子が接続され、前
記第３λ／４線路の他端に終端抵抗が接続されていることを特徴とする。
【００１７】
［４］　第１の本発明において、複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板を有
し、前記第１入力端子、前記第２入力端子、前記出力端子及び前記モニタ端子が前記誘電
体基板の表面に形成され、前記第１λ／４線路、前記第２λ／４線路及び前記第３λ／４
線路が前記誘電体基板内に形成されていることを特徴とする。
【００１８】
［５］　第１の本発明において、前記誘電体基板内に、前記第１λ／４線路及び前記第２
λ／４線路のうち、前記モニタ対象のλ／４線路、並びに前記第３λ／４線路と、前記第
１λ／４線路及び前記第２λ／４線路のうち、前記モニタ対象外のλ／４線路との間に形
成された内層シールド電極を有することを特徴とする。
【００１９】
［６］　第１の本発明において、さらに、前記第３λ／４線路に接続され、且つ、該第３
λ／４線路の特性インピーダンスを前記モニタ対象のλ／４線路の特性インピーダンスと
整合させるための第４λ／４線路とを有することを特徴とする。
【００２０】
［７］　第１の本発明において、前記モニタ対象のλ／４線路、前記第３λ／４線路及び
前記第４λ／４線路の各特性インピーダンスが共に同じであることを特徴とする。
【００２１】
［８］　第１の本発明において、前記第３λ／４線路は、前記第２λ／４線路と電磁結合
されていることを特徴とする。
【００２２】
［９］　第１の本発明において、前記第３λ／４線路は、前記第１λ／４線路と電磁結合
されていることを特徴とする。
【００２３】
［１０］　第１の本発明において、前記第３λ／４線路の一端に前記第４λ／４線路の一
端が接続され、前記第３λ／４線路の他端に終端抵抗が接続され、前記第４λ／４線路の
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他端にモニタ端子が接続されていることを特徴とする。
【００２４】
［１１］　第１の本発明において、前記第３λ／４線路の一端に前記第４λ／４線路の一
端が接続され、前記第３λ／４線路の他端にモニタ端子が接続され、前記第４λ／４線路
の他端に終端抵抗が接続されていることを特徴とする。
【００２５】
［１２］　第１の本発明において、複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板を
有し、前記第１入力端子、前記第２入力端子、前記出力端子及び前記モニタ端子が前記誘
電体基板の表面に形成され、前記第１λ／４線路、前記第２λ／４線路、前記第３λ／４
線路及び前記第４λ／４線路が前記誘電体基板内に形成されていることを特徴とする。
【００２６】
［１３］　第１の本発明において、前記誘電体基板内に、前記第１λ／４線路及び前記第
２λ／４線路のうち、前記モニタ対象のλ／４線路、並びに前記第３λ／４線路と、前記
第１λ／４線路及び前記第２λ／４線路のうち、前記モニタ対象外のλ／４線路との間に
形成された第１内層シールド電極と、前記誘電体基板内に、前記モニタ対象のλ／４線路
と、前記第４λ／４線路との間に形成された第２内層シールド電極とを有することを特徴
とする。
【００２７】
［１４］　第１の本発明において、前記第３λ／４線路と前記第４λ／４線路とがビアホ
ールを介して接続されていることを特徴とする。
【００２８】
［１５］　第１の本発明において、前記モニタ端子に、前記方向性結合器の出力をモニタ
するためのモニタ回路が接続され、前記モニタ回路は、ダイオードを有することを特徴と
する。
【００２９】
［１６］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、方向性結合器を備え、前記方
向性結合器は、前記第２λ／４線路と前記出力端子との間に接続された第５λ／４線路と
、前記第５λ／４線路と電磁結合する第６λ／４線路とを有することを特徴とする。
【００３０】
［１７］　第１の本発明において、前記第６λ／４線路の一端にモニタ端子が接続され、
前記第６λ／４線路の他端に終端抵抗が接続されていることを特徴とする。
【００３１】
［１８］　第１の本発明において、複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板を
有し、前記第１入力端子、前記第２入力端子、前記出力端子及び前記モニタ端子が前記誘
電体基板の表面に形成され、前記第１λ／４線路、前記第２λ／４線路、前記第５λ／４
線路及び前記第６λ／４線路が前記誘電体基板内に形成されていることを特徴とする。
【００３２】
［１９］　第１の本発明において、前記誘電体基板内に、前記第１λ／４線路及び前記第
２λ／４線路と、前記第５λ／４線路及び前記第６λ／４線路との間に形成された内層シ
ールド電極を有することを特徴とする。
【００３３】
［２０］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、前記キャリア増幅器からのキ
ャリア信号の振幅情報を出力するための第１モニタ端子を有することを特徴とする。
【００３４】
［２１］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、前記第１入力端子と前記第１
λ／４線路との間の第１線路に平行して配置され、前記第１線路と電磁気的に結合された
第１モニタ線路を有し、前記第１モニタ線路は前記第１モニタ端子に接続されていること
を特徴とする。
【００３５】
［２２］　第１の本発明において、前記第１モニタ端子に、前記第１モニタ線路の出力を
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モニタするための第１モニタ回路が接続され、前記第１モニタ回路は、ダイオードを有す
ることを特徴とする。
【００３６】
［２３］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、前記ピーク増幅器からのピー
ク信号の振幅情報を出力するための第２モニタ端子を有することを特徴とする。
【００３７】
［２４］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、前記第２入力端子と前記第１
λ／４線路との間の第２線路に平行して配置され、前記第２線路と電磁気的に結合された
第２モニタ線路を有し、前記第２モニタ線路は前記第２モニタ端子に接続されていること
を特徴とする。
【００３８】
［２５］　第１の本発明において、前記第２モニタ端子に、前記第２モニタ線路の出力を
モニタするための第２モニタ回路が接続され、前記第２モニタ回路は、ダイオードを有す
ることを特徴とする。
【００３９】
［２６］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、前記キャリア増幅器からのキ
ャリア信号の振幅情報を出力するための第１モニタ端子と、前記第１入力端子と前記第１
λ／４線路との間の第１線路に平行して配置され、且つ、前記第１線路と電磁気的に結合
され、前記第１モニタ端子に接続された第１モニタ線路と、前記ピーク増幅器からのピー
ク信号の振幅情報を出力するための第２モニタ端子と、前記第２入力端子と前記第１λ／
４線路との間の第２線路に平行して配置され、且つ、前記第２線路と電磁気的に結合され
、前記第２モニタ端子に接続された第２モニタ線路とを有することを特徴とする。
【００４０】
［２７］　第１の本発明において、前記第１モニタ端子に、前記第１モニタ線路の出力を
モニタするための第１モニタ回路が接続され、前記第２モニタ端子に、前記第２モニタ線
路の出力をモニタするための第２モニタ回路が接続され、前記第１モニタ回路及び前記第
２モニタ回路は、それぞれダイオードを有することを特徴とする。
【００４１】
［２８］　第１の本発明において、前記信号モニタ手段は、前記ドハティ増幅器の出力信
号の振幅情報を出力するための第３モニタ端子と、前記出力端子と前記第２λ／４線路と
の間の第３線路に平行して配置され、且つ、前記第３線路と電磁気的に結合され、前記第
３モニタ端子に接続された第３モニタ線路とを有することを特徴とする。
【００４２】
［２９］　第１の本発明において、前記第３モニタ端子に、前記第３モニタ線路の出力を
モニタするための第３モニタ回路が接続され、前記第３モニタ回路は、ダイオードを有す
ることを特徴とする。
【００４３】
［３０］　第１の本発明において、前記第１入力端子と前記第１λ／４線路とが容量結合
され、前記第２入力端子と前記第１λ／４線路とが容量結合されていることを特徴とする
。
【００４４】
［３１］　第２の本発明に係るドハティ増幅器用合成器は、複数のキャリア増幅器と１つ
のピーク増幅器とを有するドハティ増幅器の出力に接続され、前記複数のキャリア増幅器
からの各出力と前記ピーク増幅器からの出力とを合成するドハティ増幅器用合成器であっ
て、前記複数のキャリア増幅器からの出力が入力される複数の第１入力端子と、前記ピー
ク増幅器からの出力が入力される１つの第２入力端子と、前記複数のキャリア増幅器から
の各出力と前記ピーク増幅器からの出力とを合成した信号が出力される１つの出力端子と
、前記複数のキャリア増幅器からの出力と前記ピーク増幅器からの出力との合成点と、前
記複数の第１入力端子と前記合成点との間にそれぞれ接続された複数の第１λ／４線路と
、前記合成点と前記出力端子との間に接続された第２λ／４線路と、前記複数の第１入力
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端子から前記合成点にかけてそれぞれ流れる信号、前記第２入力端子から前記合成点にか
けて流れる信号及び前記合成点から前記出力端子にかけて流れる信号のうち、１以上の信
号をモニタする信号モニタ手段とを有することを特徴とする。
【００４５】
［３２］　第２の本発明において、複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板を
有し、前記複数の第１入力端子、前記第２入力端子及び前記出力端子が前記誘電体基板の
表面に形成され、前記複数の第１λ／４線路及び前記第２λ／４線路が前記誘電体基板内
に形成されていることを特徴とする。
【００４６】
［３３］　第２の本発明において、前記誘電体基板内のうち、前記複数の第１λ／４線路
間、並びに、前記複数の第１λ／４線路と前記第２λ／４線路間にそれぞれ内層シールド
電極が形成されていることを特徴とする。
【００４７】
［３４］　第３の本発明に係るドハティ増幅器用合成器は、第１キャリア増幅器と第１ピ
ーク増幅器とを有する第１ドハティ増幅器の出力に接続され、第１キャリア増幅器からの
出力と第１ピーク増幅器からの出力とを合成する第１合成部と、第２キャリア増幅器と第
２ピーク増幅器とを有する第２ドハティ増幅器の出力に接続され、第２キャリア増幅器か
らの出力と第２ピーク増幅器からの出力とを合成する第２合成部と、前記第１合成部の出
力に接続される第７λ／４線路と、前記第２合成部の出力に接続される第８λ／４線路と
から構成される方向性結合器とを有することを特徴とする。
【００４８】
［３５］　第３の本発明において、複数の誘電体層が積層されて構成された誘電体基板を
有し、前記第１合成部、前記第２合成部及び前記方向性結合器が前記誘電体基板内に形成
されていることを特徴とする。
【００４９】
［３６］　第３の本発明において、前記誘電体基板内のうち、前記第１合成部、前記第２
合成部及び前記方向性結合器間にそれぞれ内層シールド電極が形成されていることを特徴
とする。
【００５０】
［３７］　第１～第３の本発明において、前記誘電体基板のうち、回路基板が設置される
面の反対面に設けられた複数の溝を有することを特徴とする。
【００５１】
［３８］　第１～第３の本発明において、前記誘電体基板にサーマルビアが形成されてい
ることを特徴とする。
【００５２】
　以上説明したように、本発明に係るドハティ増幅器用合成器によれば、ドハティ増幅器
で問題となる利得歪、位相歪を増幅器効率の低下を招くことなく改善することができ、ま
た、部品点数を削減でき、回路の小型化・軽量化を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】第１の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第１合成器）の回路構成を示
す図である。
【図２】第１合成器を示す斜視図である。
【図３】第１合成器を示す分解斜視図である。
【図４】図４Ａは通常のドハティ増幅器用合成器のインピーダンスの関係を示す説明図で
あり、図４Ｂは第１合成器のインピーダンスの関係を示す説明図である。
【図５】第１合成器の製造方法を示す工程ブロック図である。
【図６】図６Ａはフィルム上に導体ペーストによる導体成形体を形成した状態を示す断面
図であり、図６Ｂは鋳込み型内にフィルムを設置した後、鋳込み型内にスラリーを注入し
た状態を示す断面図であり、図６Ｃは鋳込み型内に注入されたスラリーを硬化して第１セ
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ラミック成形体とした状態を示す断面図である。
【図７】図７Ａは鋳込み型から第１セラミック成形体をフィルムごと離型した状態を示す
断面図であり、図７Ｂはフィルムから第１セラミック成形体を離型した状態を示す断面図
である。
【図８】図８Ａは導体ペーストによる導体成形体が形成されてされていないフィルムを鋳
込み型内に設置した後、鋳込み型内にスラリーを注入した状態を示す断面図であり、図８
Ｂは鋳込み型内に注入されたスラリーを硬化して第２セラミック成形体とした状態を示す
断面図であり、図８Ｃは鋳込み型から第２セラミック成形体をフィルムごと離型し、さら
に、フィルムから第２セラミック成形体を離型した状態を示す断面図である。
【図９】第２の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第２合成器）の回路構成を示
す図である。
【図１０】第２合成器を示す分解斜視図である。
【図１１】第２合成器のインピーダンスの関係を示す説明図である。
【図１２】第３の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第３合成器）の回路構成を
示す図である。
【図１３】第３合成器を示す分解斜視図である。
【図１４】第４の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第４合成器）の回路構成を
示す図である。
【図１５】第４合成器を示す分解斜視図である。
【図１６】第５の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第５合成器）の回路構成を
示す図である。
【図１７】第５合成器を示す分解斜視図である。
【図１８】第５合成器のインピーダンスの関係を示す説明図である。
【図１９】第６の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第６合成器）の回路構成を
示す図である。
【図２０】第６合成器を示す分解斜視図である。
【図２１】第７の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第７合成器）の回路構成を
示す図である。
【図２２】第８の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第８合成器）の回路構成を
示す図である。
【図２３】第９の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第９合成器）の回路構成を
示す図である。
【図２４】第９合成器を示す分解斜視図である。
【図２５】第１０の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第１０合成器）の回路構
成を示す図である。
【図２６】第１０合成器を示す分解斜視図である。
【図２７】第１１の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第１１合成器）の回路構
成を示す図である。
【図２８】第１１合成器を示す分解斜視図である。
【図２９】第１２の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第１２合成器）の回路構
成を示す図である。
【図３０】第１２合成器を示す分解斜視図である。
【図３１】第１３の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第１３合成器）の回路構
成を示す図である。
【図３２】第１３合成器を示す分解斜視図である。
【図３３】第１の変形例に係るドハティ増幅器用合成器の回路構成を示す図である。
【図３４】第２の変形例に係るドハティ増幅器用合成器の回路構成を示す図である。
【図３５】第１４の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（第１４合成器）の回路構
成を示す図である。
【図３６】第１４合成器を示す分解斜視図である。
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【図３７】第３の変形例に係るドハティ増幅器用合成器を示す斜視図である。
【図３８】第４の変形例に係るドハティ増幅器用合成器を示す斜視図である。
【図３９】比較例１に係るドハティ増幅器用合成器の回路構成を示す図である。
【図４０】比較例２に係るドハティ増幅器用合成器の回路構成を示す図である。
【図４１】比較例２の利得特性及び効率特性を示すグラフである。
【図４２】実施例１１の利得特性及び効率特性を示すグラフである。
【図４３】実施例１２の利得特性及び効率特性を示すグラフである。
【図４４】単純なＡＭ／ＡＭ歪特性を示すグラフである。
【図４５】効率を重視したドハティ増幅器のＡＭ／ＡＭ歪特性を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００５４】
　以下、本発明に係るドハティ増幅器用合成器の実施の形態例を図１～図４５を参照しな
がら説明する。
【００５５】
　第１の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、単に第１合成器１０Ａと記す
）について図１～図４Ｂを参照しながら説明する。
【００５６】
　第１合成器１０Ａは、図１に示すように、キャリア増幅器１２とピーク増幅器１４とを
有するドハティ増幅器１６の出力に接続され、キャリア増幅器１２からの出力とピーク増
幅器１４からの出力とを合成する回路である。
【００５７】
　ドハティ増幅器１６は、図１に示すように、入力端子１８からの入力信号を２つに分配
する信号分配器２０と、該信号分配器２０の一方の出力とキャリア増幅器１２の入力との
インピーダンス整合をとるキャリア側インピーダンス整合部２２と、ＡＢ級にバイアスさ
れた上述のキャリア増幅器１２（入力電力レベルが低いときから動作する）と、信号分配
器２０の他方の出力とピーク増幅器１４の入力とのインピーダンス整合をとるピーク側イ
ンピーダンス整合部２４と、Ｂ級又はＣ級にバイアスされた上述のピーク増幅器１４（入
力電力レベルが十分高いときに動作する）とを有する。
【００５８】
　そして、第１合成器１０Ａは、キャリア増幅器１２からの出力が入力されるキャリア側
入力端子２６と、ピーク増幅器１４からの出力が入力されるピーク側入力端子２８と、キ
ャリア増幅器１２からの出力とピーク増幅器１４からの出力とを合成した信号が出力され
る出力端子３０と、キャリア増幅器１２からの出力とピーク増幅器１４からの出力との合
成点３２と、キャリア側入力端子２６と合成点３２との間に接続された第１λ／４線路３
４Ａと、合成点３２と出力端子３０との間に接続された第２λ／４線路３４Ｂと、第２λ
／４線路３４Ｂと電磁結合する第３λ／４線路３４Ｃとを有する。第３λ／４線路３４Ｃ
の一端に第１モニタ端子３６ａが接続され、第３λ／４線路３４Ｃの他端に第１終端端子
３８ａを介して終端抵抗Ｒｅが接続されている。つまり、第２λ／４線路３４Ｂと第３λ
／４線路３４Ｃとで１つの方向性結合器（第１方向性結合器４０Ａ）が構成されている。
【００５９】
　さらに、この第１合成器１０Ａは、第１方向性結合器４０Ａと共に１つの誘電体基板４
２内に一体化して形成されている。すなわち、第１合成器１０Ａは、図２に示すように、
複数の誘電体層が積層、焼成一体化された誘電体基板４２を有し、該誘電体基板４２の第
１側面４２ａには、少なくともキャリア側入力端子２６とピーク側入力端子２８が形成さ
れ、誘電体基板４２の第２側面４２ｂ（第１側面４２ａと対向する側面）には、少なくと
も出力端子３０と第１モニタ端子３６ａと第１終端端子３８ａとが形成されている。また
、誘電体基板４２の第３側面４２ｃと第４側面４２ｄ（第３側面４２ｃと対向する側面）
にはそれぞれシールド端子４４が形成されている。
【００６０】
　そして、図３に示すように、誘電体基板４２内において、キャリア側入力端子２６とピ
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ーク側入力端子２８間に第１λ／４線路３４Ａが接続され、ピーク側入力端子２８（合成
点３２を兼ねる）と出力端子３０間に第２λ／４線路３４Ｂが接続され、第１モニタ端子
３６ａと第１終端端子３８ａ間に第３λ／４線路３４Ｃが接続され、１つのチップとして
構成されている。
【００６１】
　具体的には、誘電体基板４２は、上から順に、第１誘電体層Ｓ１～第６誘電体層Ｓ６が
積み重ねられて構成されている。これらの第１誘電体層Ｓ１～第６誘電体層Ｓ６は、１枚
あるいは複数枚の層にて構成される。
【００６２】
　第１合成器１０Ａは、誘電体基板４２の上部（上面あるいは上面に近い誘電体層の主面
）に上部シールド電極４６ａが形成され、誘電体基板４２の下部（下面あるいは下面に近
い誘電体層の主面）に下部シールド電極４６ｂが形成されている。すなわち、第２誘電体
層Ｓ２の主面に上部シールド電極４６ａが形成され、第６誘電体層Ｓ６の主面に下部シー
ルド電極４６ｂが形成されている。これら上部シールド電極４６ａ及び下部シールド電極
４６ｂはシールド端子４４に接続されている。
【００６３】
　また、第１合成器１０Ａは、第３誘電体層Ｓ３の主面に第１λ／４線路３４Ａが形成さ
れ、第５誘電体層Ｓ５の主面に、第１方向性結合器４０Ａを構成する第２λ／４線路３４
Ｂと第３λ／４線路３４Ｃが形成され、第３誘電体層Ｓ３と第５誘電体層Ｓ５の間の第４
誘電体層Ｓ４の主面に内層シールド電極４８が形成されている。この内層シールド電極４
８はシールド端子４４に接続されている。
【００６４】
　一方、第１モニタ端子３６ａには、図１に示すように、第１モニタ回路５０ａが電気的
に接続されている。この第１モニタ回路５０ａは、合成点３２から出力端子３０にかけて
流れる信号のレベルをモニタするための回路であり、第１モニタ端子３６ａと第１モニタ
出力端子５２ａとの間に接続された結合コンデンサＣ１及びＰＩＮダイオードＤａと、Ｐ
ＩＮダイオードＤａのバイアス回路を構成するインダクタＬａと、ＰＩＮダイオードＤａ
からの検波電流を電荷として蓄積し、検波整流信号（信号レベルを示す信号：電流及び電
圧）として出力するコンデンサＣ２とを有する。
【００６５】
　ここで、第１合成器１０Ａの作用・効果を、一般的なドハティ増幅器用合成器（以下、
通常の合成器２００と記す）と比較しながら説明する。
【００６６】
　一般に、ドハティ増幅器１６は、キャリア増幅器１２がＡＢ級にバイアスされ、ピーク
増幅器１４がＢ又はＣ級にバイアスされている。そのため、ピーク増幅器１４が動作する
入力レベルまではキャリア増幅器１２が単独で動作し、キャリア増幅器１２が飽和領域に
入る（キャリア増幅器１２の線形性が崩れ始める）と、ピーク増幅器１４が動作し始め、
キャリア増幅器１２と共に負荷を駆動する。
【００６７】
　従って、例えば通常の合成器２００の各部のインピーダンスを考えた場合、図４Ａに示
すように、出力負荷のインピーダンスをＺoとしたとき、合成点３２から第２λ／４線路
３４ＢをみたインピーダンスＺｃは、第２λ／４線路３４Ｂの特性インピーダンスをＺ２
とすると、
　　　Ｚc＝Ｚ２２／Ｚo
となる。
【００６８】
　キャリア増幅器１２から第１λ／４線路３４Ａをみたインピーダンス（キャリア側入力
端子２６のポートインピーダンスＺｉ１）及びピーク増幅器１４から第１λ／４線路３４
Ａをみたインピーダンス（ピーク側入力端子２８のポートインピーダンスＺｉ２）につい
ては、低パワー時と高パワー時とで異なる。
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　すなわち、低パワー時（ピーク増幅器の非動作時）においては、ポートインピーダンス
Ｚｉ２が実質的に無限大（オープン）となるため、第１λ／４線路３４Ａの特性インピー
ダンスをＺ１としたとき、ポートインピーダンスＺｉ１及びＺｉ２は、
　　　Ｚｉ１＝Ｚ１２／Ｚｃ（低パワー時）
　　　Ｚｉ２＝無限大（低パワー時）
となる。
【００７０】
　高パワー時（ピーク増幅器の動作時）においては、出力負荷を等しく分担するため、イ
ンピーダンスＺｉ１及びＺｉ２は、
　　　Ｚｉ１＝Ｚ１２／２Ｚｃ（高パワー時）
　　　Ｚｉ２＝２Ｚｃ（高パワー時）
となる。
【００７１】
　ドハティ増幅器１６を周波数の高い領域で使用する場合、一般に、高パワー時における
ポートインピーダンスＺｉ１及びＺｉ２を等しくなるように設定することから、
　　　Ｚ１２／２Ｚｃ＝２Ｚｃ
となり、その結果、
　　　Ｚ１＝２Ｚｃ
となる。
　従って、２ＺｃをＫとしたとき、以下の表１のような関係となる。
【００７２】
【表１】

【００７３】
　これを知って、第１合成器１０Ａのインピーダンスをみた場合、図４Ｂに示すように、
第２λ／４線路３４Ｂの特性インピーダンスＺ２は、Ｚc＝Ｚ２２／Ｚoの関係から、
　　　Ｚ２＝√（５０×（Ｋ／２））
であり、第３λ／４線路３４Ｃの特性インピーダンスＺ３は、第１モニタ端子３６ａ及び
終端抵抗Ｒｅのインピーダンスが共に５０オームであるから、同じく５０オームとなる。
すなわち、インピーダンスは、以下の表２のような関係となる。
【００７４】
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【表２】

【００７５】
　この場合、Ｋ＝１００オームのとき、第１方向性結合器４０Ａを構成する第２λ／４線
路３４Ｂの特性インピーダンスＺ２と第３λ／４線路３４Ｃの特性インピーダンスＺ３が
共に５０オームになることから、第１方向性結合器４０Ａの方向性、すなわち、第１モニ
タ端子３６ａからの出力と第１終端端子３８ａからの出力の比を十分高めることができる
。なお、Ｋが１００オームでない場合は、特性インピーダンスＺ２及びＺ３が異なってく
るため、その差に応じて方向性が悪くなる。
【００７６】
　このように、第１合成器１０Ａにおいては、ドハティ増幅器用の合成器の部分と、それ
に続く第１方向性結合器４０Ａの部分を一体に構成したので、両部分間の接続はドハティ
増幅器１６の製造バラツキの影響を受けることがない。これにより、第１方向性結合器４
０Ａからの出力も安定し、よって、デジタル処理によるドハティ増幅器１６の歪補正も、
増幅器効率を劣化させることなく機能することとなる。
【００７７】
　また、第１合成器１０Ａは、ドハティ増幅器用の合成器の部分と第１方向性結合器４０
Ａの部分を、誘電体基板４２を用いたストリップライン構造で形成すると共に、それぞれ
を重ねるようにしたので、回路基板上での実装面積を削減することができる。このとき、
合成器の部分と第１方向性結合器４０Ａの部分に不要な信号の漏洩が生じた場合、デジタ
ル処理による歪補正回路への入力にノイズとなって現れ、結果として歪補正が十分行われ
なくなるが、この第１合成器１０Ａでは、第１λ／４線路３４Ａと、第１方向性結合器４
０Ａを構成する第２λ／４線路３４Ｂ及び第３λ／４線路３４Ｃとの間に内層シールド電
極４８を形成するようにしたので、合成器の部分と第１方向性結合器４０Ａの部分に不要
な信号の漏洩が抑制され、上述のような問題を回避することができる。
【００７８】
　さらに、合成器の部分を構成する第２λ／４線路３４Ｂと電磁結合する第３λ／４線路
３４Ｃを形成するようにしたので、１つの誘電体基板４２内に合成器の部分と方向性結合
器の部分とを一体化することができる。これにより、方向性結合器に由来する損失を消去
することができるため、歪補正特性を劣化させることなく、ドハティ増幅器全体の効率を
向上させることができる。しかも、ドハティ増幅器１６からの出力を、第２λ／４線路３
４Ｂを利用してモニタすることができるため、ドハティ増幅器１６の出力信号の損失を抑
制することができ、利得歪、位相歪を劣化させることなく増幅器効率を改善させることが
できる。
【００７９】
　さらに、第１方向性結合器４０Ａに、第１モニタ端子３６ａを接続するようにしたので
、ドハティ増幅器１６の出力信号をモニタすることが可能になり、これによって利得歪、
位相歪を劣化させることなく増幅器効率を改善することができる。特に、第１モニタ端子
３６ａに第１モニタ回路５０ａを接続し、該第１モニタ回路５０ａをダイオードＤａを主
体した回路構成としたので、第１モニタ回路５０ａにおいて、ドハティ増幅器１６の高周
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波信号が検波可能になると共に、ドハティ増幅器１６の高周波信号の包絡線成分を抽出し
て、ＤＰＤのデジタル処理回路に入力させることができ、ＤＰＤ技術を適用した利得歪・
位相歪の改善を効率よく行うことができる。
【００８０】
　つまり、第１合成器１０Ａにおいては、ドハティ増幅器１６の出力信号のモニタを精度
高く行うことが可能になり、これにより、ドハティ増幅器１６で問題となる利得歪、位相
歪を増幅器効率の低下を招くことなく改善することができる。また、ストリップライン構
造の採用により、外部回路の影響を受けにくくすると共に、合成器の部分と方向性結合器
の部分との間の信号の漏洩を抑制し、利得歪、位相歪を効果的に抑制することができる。
【００８１】
　また、第１合成器１０Ａを用いることで、ドハティ増幅器１６の出力歪、位相歪を抑制
するために必要な部品点数を削減でき、回路の小型化・軽量化が可能になる。これにより
、携帯電話の基地局アンテナ上に搭載される機器の増加に伴う建設コストの高価格化を抑
制することが可能になると共に、使用部品の点数削減により、部品の接続箇所が削減され
るため、信頼性が向上する。
【００８２】
　ここで、第１合成器１０Ａの製造方法について図５～図８Ｃを参照しながら説明する。
【００８３】
　先ず、第１合成器１０Ａは、第１λ／４線路３４Ａ等を構成する導体成形体６０を有す
る第１セラミック成形体６２Ａ（図７Ｂ参照）と、導体成形体６０のない第２セラミック
成形体６２Ｂ（図８Ｃ参照）とを作製し、第１セラミック成形体６２Ａと第２セラミック
成形体６２Ｂを積層してセラミック積層体を作製し、該セラミック積層体を焼成すること
により作製することができる。
【００８４】
　導体成形体６０を有する第１セラミック成形体６２Ａの作製方法は、先ず、図５のステ
ップＳ１において、図６Ａに示すように、フィルム６４上に導体ペースト６６を印刷法に
よってパターン形成した後、ステップＳ２において、フィルム６４上に形成された導体ペ
ースト６６を加熱硬化することにより、フィルム６４上に導体成形体６０を形成する。
【００８５】
　導体ペースト６６は、樹脂と銀（Ａｇ）、金（Ａｕ）、銅（Ｃｕ）系の金属の少なくと
も１種類の粉末を含む。導体ペースト６６に使用される樹脂は、熱硬化性樹脂前駆体であ
ることが好ましい。この場合、熱硬化性樹脂前駆体は、自己反応性のレゾール型フェノー
ル樹脂であることが好ましい。フィルム６４は、表面にシリコーン離型剤がコートされた
ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）である。
【００８６】
　導体ペースト６６の加熱硬化時における収縮、歪を抑制するために、予めフィルム６４
に温度１５０℃で１０分以上のアニール処理を施すことが好ましい。導体ペースト６６は
、上述したように、印刷後、加熱硬化されるが、硬化条件は、硬化剤の種類により異なり
、レゾール型フェノール樹脂の場合、温度８０～１５０℃、時間１０分～６０分で硬化さ
せることができる。
【００８７】
　図５のステップＳ３において、図６Ｂに示すように、鋳込み型６８を組み立てて、導体
成形体６０が形成されたフィルム６４を鋳込み型６８内に設置する。
【００８８】
　一方、図５のステップＳ４及びステップＳ５において、鋳込み型６８に注入されるスラ
リー７０を調製する。
【００８９】
　先ず、図５のステップＳ４において、セラミックスラリーを調製する。セラミックスラ
リーは、酸化チタン、酸化バリウム系粉末と焼結助剤としてのボロシリケートガラスとを
混合したセラミック粉末を有する。すなわち、セラミックスラリーは、上述のセラミック
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粉末を１００重量部と、脂肪族二塩基酸エステルを２７重量部、トリアセチンを３重量部
及びポリカルボン酸共重合体を３重量部からなる有機分散媒（ポリカルボン酸は有機分散
剤として作用）との混合物からなる。
【００９０】
　その後、図５のステップＳ５において、上述のセラミックスラリーに、ゲル化剤として
ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネートの変性物１～１０重量部とエチレングリコ
ール０．０５～２．７重量部、反応触媒として６－ジメチルアミノ－１－ヘキサノールを
０．０３～０．３重量部添加した後、攪拌して、ゲルキャスト用のスラリー７０を調製す
る。すなわち、スラリー７０は熱硬化性樹脂前駆体を含む。
【００９１】
　次に、図５のステップＳ６において、図６Ｂに示すように、鋳込み型６８内にスラリー
７０を注入（注型）する。この注入によって、鋳込み型６８の中空部にスラリー７０が充
填される。スラリー７０は、ゲルキャスト用スラリーであることから、中空部に充填され
た状態でそのまま硬化される。これによって、図６Ｃに示すように、鋳込み型６８内に第
１セラミック成形体６２Ａが作製されることになる。
【００９２】
　その後、ステップＳ７において、鋳込み型６８を分解する。この場合、図７Ａに示すよ
うに、フィルム６４上に第１セラミック成形体６２Ａが設置された状態になっているため
、第１セラミック成形体６２Ａをフィルム６４から離型することによって、図７Ｂに示す
ように、導体成形体６０が埋設された第１セラミック成形体６２Ａが得られる。
【００９３】
　一方、導体成形体６０のない第２セラミック成形体６２Ｂの作製方法は、図５のステッ
プＳ１及びステップＳ２の処理を行わずに、ステップＳ３において、導体成形体６０が形
成されていないフィルム６４を鋳込み型６８内に設置すること以外は、上述した第１セラ
ミック成形体６２Ａの作製方法と同じであり、ステップＳ４～ステップＳ７を経ることに
よって、導体成形体６０が存在しない第２セラミック成形体６２Ｂを得る。すなわち、図
８Ａに示すように、導体成形体６０が形成されていないフィルム６４を鋳込み型６８内に
設置し、スラリー７０を鋳込み型６８内に鋳込んだ後に、図８Ｂに示すように、スラリー
７０を硬化（室温硬化や乾燥硬化等）する。その後、フィルム６４を離型することによっ
て、図８Ｃに示すように、第２セラミック成形体６２Ｂが得られる。なお、以下の説明で
は、第１セラミック成形体６２Ａと第２セラミック成形体６２Ｂを区別しないで言う場合
はセラミック成形体６２と記す。
【００９４】
　次に、図５のステップＳ８において、複数のセラミック成形体６２を積層してセラミッ
ク積層体を作製する。このとき、セラミック成形体６２の反応性官能基が完全に反応しな
い状態（室温において、注型後、１時間～４８時間経過後）で、５～１００ｋｇｆ／ｃｍ
２の圧力で加圧積層する。加圧力は、セラミック成形体６２の強度と許容される積層ずれ
に応じて適宜選択される。
【００９５】
　積層時の加圧力が小さい場合は、積層ずれは小さいものの、積層時の接着不良による焼
成体のデラミネーションが発生し易くなる一方、積層時の加圧力が大きい場合は、上述の
デラミネーションの発生を抑制できるものの、セラミック成形体６２の積層圧力による変
形及び破損が発生し易くなる。しかし、上述した加圧力の範囲であれば、積層ずれとデラ
ミネーションを抑制することができ、好ましい。また、必要に応じて、上記５～１００ｋ
ｇｆ／ｃｍ２の加圧に引き続き、５０～４００ｋｇｆ／ｃｍ２の加圧力で一体性を高めて
もよい。
【００９６】
　また、この際、隣り合うセラミック成形体６２中の未反応の反応硬化物同士を反応させ
ることにより、セラミック成形体６２間の接着力が得られるが、より短時間で反応硬化さ
せるために、６０℃～８０℃に加温しながら積層することが好ましい。
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【００９７】
　より低圧で十分なセラミック積層体を得るためには、積層時に各セラミック成形体６２
の界面に接着層として、スラリー７０のうち、反応触媒を除いたものを塗布、印刷するこ
とが好ましい。反応触媒を添加しなくても、セラミック成形体６２に残存する反応触媒の
影響で、実用的な時間で反応硬化が進行する。
【００９８】
　あるいは、セラミック成形体６２を十分に硬化したものや、さらに乾燥した後に、セラ
ミック成形体６２と同一の無機粉末、ブチラール樹脂、アクリル樹脂、ブチルカルビトー
ルアセテート溶剤及び／又は脂肪族二塩基酸エステル等の有機溶剤を混合した接着ペース
トをセラミック成形体６２上に塗布又は印刷した後、積層することも好ましい。
【００９９】
　このようにすることで、セラミック成形体６２相互の接着性が向上し、上述のデラミネ
ーションを抑制することができる。なお、接着ペーストを使用する場合は、セラミック成
形体６２中に溶剤が残っていてもよいし、６０℃～１００℃の温度で予め溶剤を乾燥させ
てもよい。溶剤を乾燥させたセラミック成形体６２は可塑性が著しく低下し、ハンドリン
グに困難をきたすため、乾燥後のセラミック成形体６２に可塑性を付与する目的で、反応
硬化前のスラリーに可塑剤（ＤＯＰあるいはＤＢＰ）を１～１０重量部添加することがさ
らに好ましい。
【０１００】
　次に、図５のステップＳ９において、セラミック積層体を乾燥した後、ステップＳ１０
において、セラミック積層体を複数のチップに分割する。その後、ステップＳ１１におい
て、各チップの表面や側面に端子電極を印刷により形成する。そして、ステップＳ１２に
おいて、各チップを焼成することで、複数の第１合成器１０Ａが完成する。
【０１０１】
　この実施の形態に係る製造方法の効果を以下に説明する。先ず、従来においては、熱可
塑性樹脂を含むスラリーの乾燥収縮時に導体成形体との界面で隙間やクラックが発生した
り、グリーンシートが凹凸形状になったりする。一方、本実施の形態では、スラリー７０
に熱硬化性樹脂前駆体を含ませて、乾燥時に熱硬化性樹脂前駆体を硬化させて三次元網目
構造を生成させ、収縮を小さくすることで前記問題は解決される。
【０１０２】
　この場合、スラリー７０に使用する溶剤に、熱硬化性樹脂前駆体が硬化する温度での蒸
気圧が小さいものを選定し、熱硬化時の溶剤乾燥による収縮を小さくすることが望ましい
。室温で硬化する樹脂を用いた場合は、特に作業や装置が簡単になる。
【０１０３】
　ポリウレタン樹脂は、硬化後の弾性を制御し易く、柔軟な成形体も可能となる等の利点
を有する。後工程での取り扱いを考えると、あまり硬い成形体は適さない場合があり、熱
硬化性樹脂は三次元網目構造をとるので一般に硬いが、ポリウレタン樹脂は、柔軟性のあ
る成形体も可能で、特にテープ状の成形体は、柔軟性が要求される場合が多いため望まし
い。また、スラリー性状の制御のため、熱可塑性樹脂を含ませてもよい。
【０１０４】
　従来においては、熱可塑性樹脂を含む導体ペーストが、スラリーを塗布する際に、スラ
リーの溶剤に溶解して、パターン形状が崩れる。一方、本実施の形態においては、導体ペ
ースト６６に熱硬化性樹脂前駆体を含ませているため、耐溶剤性が向上し、パターン形状
の崩れは生じない。
【０１０５】
　熱硬化性樹脂前駆体は、硬化後は三次元の網目構造となり、元に戻らないため、硬化後
は、溶剤への再溶解性がなくなり、一般に、熱可塑性樹脂よりも耐溶剤性が高い。
【０１０６】
　熱硬化性樹脂前駆体の中では、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂が硬
化前プレポリマーの分子量の制御ができ、ペースト性状のコントロールが可能なため、好
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適である。なお、熱可塑性樹脂をペースト性状の制御のために、熱硬化性樹脂と一緒に含
めるようにしてもよい。
【０１０７】
　特に、エポキシ樹脂、フェノール樹脂は、硬化剤が必要なく、加熱するだけで硬化する
タイプがあり、導体ペースト６６の効率的な使用に適する。つまり、硬化剤の添加が必要
な他の熱硬化性樹脂前駆体は、導体ペースト６６を印刷する前に、硬化剤を混合する必要
があるが、混合すると保存がきかない。従って、印刷後に残った導体ペースト６６を回収
して保存する必要のある印刷法によって導体ペースト６６を印刷する場合は、硬化剤を混
合する必要がない熱硬化型エポキシ樹脂、熱硬化型フェノール樹脂が好適である。
【０１０８】
　従来において、熱可塑性樹脂をバインダとするセラミック成形体は、該セラミック成形
体の密度ばらつきが発生し易く、そのために、焼成後のセラミック焼成体の寸法ばらつき
が大きく、埋設された導体成形体の焼成寸法のばらつきも大きくなる。一方、本実施の形
態においては、熱硬化性樹脂前駆体をバインダに使用して導体成形体６０を埋設した第１
セラミック成形体６２Ａを得ることにより、焼成ばらつきを小さくすることができる。例
えば第１セラミック成形体６２Ａの焼成後の寸法は、第１セラミック成形体６２Ａのうち
、導体成形体６０を除く部分の生密度により主に決まる。これは第１セラミック成形体６
２Ａのセラミック焼成体の構造は空隙が非常に少ないのに対し、第１セラミック成形体６
２Ａの上記部分は空隙が多いため、その空隙量の多少が、焼成中の収縮量を決めるからで
ある。
【０１０９】
　従来の熱可塑性樹脂をバインダとして含むスラリーは、溶媒を乾燥してセラミック成形
体を得るが、乾燥する際の塗工比（スラリー体積と成形後の成形体体積の比）が大きく、
この大きな塗工比が成形体密度のばらつきの原因となる。しかし、本実施の形態のように
、熱硬化性樹脂前駆体をスラリー７０のバインダとして使用した場合は、溶剤を含んだま
までも硬化するため、塗工比を小さくすることができ、生密度のばらつきを小さくするこ
とができる。その結果、焼成後の寸法ばらつきが小さくなり、埋設した導体成形体６０の
寸法ばらつきも小さくすることができる。
【０１１０】
　次に、第２の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第２合成器１０Ｂと記
す）について図９～図１１を参照しながら説明する。
【０１１１】
　この第２合成器１０Ｂは、上述した第１合成器１０Ａとほぼ同様の構成を有するが、図
９に示すように、第１モニタ端子３６ａと第３λ／４線路３４Ｃとの間に第４λ／４線路
３４Ｄを接続した点で異なる。
【０１１２】
　すなわち、第２合成器１０Ｂは、図１０に示すように、誘電体基板４２が、上から順に
、第１誘電体層Ｓ１～第８誘電体層Ｓ８が積み重ねられて構成され、第７誘電体層の主面
に第４λ／４線路３４Ｄが形成され、第４誘電体層Ｓ４の主面に第１内層シールド電極４
８ａが形成され、第６誘電体層Ｓ６の主面に第２内層シールド電極４８ｂが形成され、第
８誘電体層Ｓ８の主面に下部シールド電極４６ｂが形成されている。第４λ／４線路３４
Ｄの一端は第１モニタ端子３６ａに接続され、第４λ／４線路３４Ｄの他端は第５誘電体
層Ｓ５及び第６誘電体層Ｓ６を貫通するビアホール７２を介して第３λ／４線路３４Ｃの
一端に接続されている。また、第１内層シールド電極４８ａ及び第２内層シールド電極４
８ｂはシールド端子４４に接続されている。
【０１１３】
　このように、第２合成器１０Ｂは、上述した第１合成器１０Ａと同様に、デジタル処理
によるドハティ増幅器１６の歪補正も、増幅器効率を劣化させることなく機能することと
なる。また、回路基板上での実装面積を削減することができる。この第２合成器１０Ｂで
は、第１λ／４線路３４Ａと、第１方向性結合器４０Ａを構成する第２λ／４線路３４Ｂ
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及び第３λ／４線路３４Ｃとの間に第１内層シールド電極４８ａを形成し、第３λ／４線
路３４Ｃと第４λ／４線路３４Ｄとの間にも第２内層シールド電極４８ｂを形成するよう
にしたので、合成器の部分と第１方向性結合器４０Ａの部分との間、並びに第１方向性結
合器４０Ａの部分と第４λ／４線路３４Ｄでの不要な信号の漏洩を抑制することができ、
デジタル処理による歪補正回路へのノイズの混入を抑圧することができる。
【０１１４】
　さらに、１つの誘電体基板４２内に合成器の部分と方向性結合器の部分とを一体化する
ことができため、方向性結合器に由来する損失を消去することができ、歪補正特性を劣化
させることなく、ドハティ増幅器１６全体の効率を向上させることができる。
【０１１５】
　ここで、第２合成器１０Ｂのインピーダンスの関係について説明すると、この第２合成
器１０Ｂでは、図１１にも示すように、第３λ／４線路３４Ｃと第１モニタ端子３６ａ間
に第４λ／４線路３４Ｄを接続したため、第３λ／４線路３４Ｃと第４λ／４線路との中
間点からみた第３λ／４線路３４Ｃのインピーダンスを合成点３２からみた第２λ／４線
路３４ＢのインピーダンスＺｃと同等にすることができると共に、以下の表３に示すよう
に、モニタ対象の第２λ／４線路３４Ｂ、第１方向性結合器４０Ａの第３λ／４線路３４
Ｃ及び第４λ／４線路３４Ｄの各特性インピーダンスＺ２、Ｚ３及びＺ４を共に√（５０
×（Ｋ／２））にすることができる。
【０１１６】
【表３】

【０１１７】
　これにより、Ｋが５０オームや１００オームでなくても、第１方向性結合器４０Ａの方
向性を十分に高めることができる。
【０１１８】
　次に、第３の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第３合成器１０Ｃと記
す）について図１２及び図１３を参照しながら説明する。
【０１１９】
　この第３合成器１０Ｃは、上述した第２合成器１０Ｂとほぼ同様の構成を有するが、図
１２に示すように、第１終端端子３８ａと第３λ／４線路３４Ｃとの間に第４λ／４線路
３４Ｄを接続した点で異なる。
【０１２０】
　すなわち、第３合成器１０Ｃは、図１３に示すように、第４λ／４線路３４Ｄの一端は
第１終端端子３８ａに接続され、第３λ／４線路３４Ｃの一端は第１モニタ端子３６ａに
接続され、第４λ／４線路３４Ｄの他端は第５誘電体層Ｓ５及び第６誘電体層Ｓ６を貫通
するビアホール７２を介して第３λ／４線路３４Ｃの他端に接続されている。
【０１２１】
　このように、第３合成器１０Ｃは、上述した第２合成器１０Ｂと同様に、デジタル処理
によるドハティ増幅器１６の歪補正も、増幅器効率を劣化させることなく機能することと
なる。また、回路基板上での実装面積を削減することができる。合成器の部分と第１方向
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性結合器４０Ａの部分との間、並びに第１方向性結合器４０Ａの部分と第４λ／４線路３
４Ｄでの不要な信号の漏洩を抑制することができ、デジタル処理による歪補正回路へのノ
イズの混入を抑圧することができる。
【０１２２】
　さらに、１つの誘電体基板４２内に合成器の部分と方向性結合器の部分とを一体化する
ことができたため、方向性結合器に由来する損失を消去することができ、歪補正特性を劣
化させることなく、ドハティ増幅器全体の効率を向上させることができる。
【０１２３】
　ここで、第３合成器１０Ｃのインピーダンスの関係について説明すると、この第３合成
器１０Ｃでは、第３λ／４線路３４Ｃと第１終端端子３８ａ間に第４λ／４線路３４Ｄを
接続したため、以下の表４に示すように、第２λ／４線路３４Ｂ、第３λ／４線路３４Ｃ
及び第４λ／４線路３４Ｄの各特性インピーダンスＺ２、Ｚ３及びＺ４を√（５０×（Ｋ
／２））にすることができる。但し、第３λ／４線路３４Ｃと第４λ／４線路との中間点
からみた第３λ／４線路３４Ｃのインピーダンスは、合成点３２からみた第２λ／４線路
３４ＢのインピーダンスＺｃと異なる。そのため、上述した第２合成器１０Ｂとは異なり
、第１方向性結合器４０Ａの方向性は幾分悪くなる。
【０１２４】
【表４】

【０１２５】
　次に、第４の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第４合成器１０Ｄと記
す）について図１４及び図１５を参照しながら説明する。
【０１２６】
　この第４合成器１０Ｄは、上述した第１合成器１０Ａとほぼ同様の構成を有するが、図
１４に示すように、第３λ／４線路３４Ｃが第１λ／４線路３４Ａと電磁結合されている
点で異なる。すなわち、第４合成器１０Ｄは、第１方向性結合器４０Ａに代えて、第１λ
／４線路３４Ａと第３λ／４線路３４Ｃとによる第２方向性結合器４０Ｂを有する。
【０１２７】
　第４合成器１０Ｄは、図１５に示すように、第３誘電体層Ｓ３の主面に第１λ／４線路
３４Ａと第３λ／４線路３４Ｃが形成され、第５誘電体層Ｓ５の主面に第２λ／４線路３
４Ｂが形成され、第４誘電体層Ｓ４の主面にシールド端子４４に接続された内層シールド
電極４８が形成されている。そして、キャリア側入力端子２６とピーク側入力端子２８間
に第１λ／４線路３４Ａが接続され、ピーク側入力端子２８（合成点３２を兼ねる）と出
力端子３０間に第２λ／４線路３４Ｂが接続され、誘電体基板４２の第２側面４２ｂに形
成された第２モニタ端子３６ｂと第２終端端子３８ｂ間に第３λ／４線路３４Ｃが接続さ
れて、１つのチップとして構成されている。
【０１２８】
　一方、図１４に示すように、第２モニタ端子３６ｂと第２モニタ出力端子５２ｂ間には
第２モニタ回路５０ｂが電気的に接続されている。この第２モニタ回路５０ｂは、キャリ
ア側入力端子２６から合成点３２にかけて流れる信号のレベルをモニタするための回路で
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【０１２９】
　この第４合成器１０Ｄにおいては、キャリア増幅器１２からの出力信号がモニタ可能と
なり、これにより、キャリア増幅器１２の利得、位相を適宜補正することが可能となるた
め、ドハティ増幅器１６を使用する上で問題となる利得歪、位相歪を、増幅器効率の低下
を招くことなく改善することができる。
【０１３０】
　また、第１合成器１０Ａの場合と同様に、ストリップライン構造の採用により、外部回
路の影響を受けにくくすると共に、合成器の部分と方向性結合器の部分との間の信号の漏
洩を抑制し、利得歪、位相歪を効果的に抑制することができる。さらに、ドハティ増幅器
１６の出力歪、位相歪を抑制するために必要な部品点数を削減でき、回路の小型化・軽量
化が可能になる。これにより、携帯電話の基地局アンテナ上に搭載される機器の増加に伴
う建設コストの高価格化を抑制することが可能になると共に、使用部品の点数削減により
、部品の接続箇所が削減されるため、信頼性が向上する。
【０１３１】
　次に、第５の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第５合成器１０Ｅと記
す）について図１６～図１８を参照しながら説明する。
【０１３２】
　この第５合成器１０Ｅは、上述した第４合成器１０Ｄとほぼ同様の構成を有するが、図
１６に示すように、第２モニタ端子３６ｂと第３λ／４線路３４Ｃとの間に第４λ／４線
路３４Ｄを接続した点で異なる。
【０１３３】
　第５合成器１０Ｅは、図１７に示すように、誘電体基板４２が、上から順に、第１誘電
体層Ｓ１～第８誘電体層Ｓ８が積み重ねられて構成され、第７誘電体層Ｓ７の主面に第２
λ／４線路３４Ｂが形成され、第５誘電体層Ｓ５の主面に第４λ／４線路３４Ｄが形成さ
れ、第４誘電体層Ｓ４の主面に第１内層シールド電極４８ａが形成され、第６誘電体層Ｓ
６の主面に第２内層シールド電極４８ｂが形成され、第８誘電体層Ｓ８の主面に下部シー
ルド電極４６ｂが形成されている。第４λ／４線路３４Ｄの一端は第２モニタ端子３６ｂ
に接続され、第４λ／４線路３４Ｄの他端は第３誘電体層Ｓ３及び第４誘電体層Ｓ４を貫
通するビアホール７２を介して第３λ／４線路３４Ｃの一端に接続されている。この第５
合成器１０Ｅにおいても、上述した第４合成器と同様の効果を奏する。
【０１３４】
　ここで、第５合成器１０Ｅのインピーダンスの関係について説明すると、この第５合成
器１０Ｅでは、図１８に示すように、第３λ／４線路３４Ｃと第２モニタ端子３６ｂ間に
第４λ／４線路３４Ｄを接続したため、以下の表５に示すように、モニタ対象の第１λ／
４線路３４Ａ、第２方向性結合器４０Ｂの第３λ／４線路３４Ｃ及び第４λ／４線路３４
Ｄの各特性インピーダンスをＫにすることができる。これにより、Ｋが５０オームや１０
０オームでなくても、第２方向性結合器４０Ｂの方向性を十分に高めることができる。
【０１３５】
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【表５】

【０１３６】
　次に、第６の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第６合成器１０Ｆと記
す）について図１９及び図２０を参照しながら説明する。
【０１３７】
　この第６合成器１０Ｆは、上述した第５合成器１０Ｅとほぼ同様の構成を有するが、図
１９に示すように、第２終端端子３８ｂと第３λ／４線路３４Ｃとの間に第４λ／４線路
３４Ｄを接続した点で異なる。
【０１３８】
　すなわち、第６合成器１０Ｆは、図２０に示すように、第４λ／４線路３４Ｄの一端は
第２終端端子３８ｂに接続され、第３λ／４線路３４Ｃの一端は第２モニタ端子３６ｂに
接続され、第４λ／４線路３４Ｄの他端は第３誘電体層Ｓ３及び第４誘電体層Ｓ４を貫通
するビアホール７２を介して第３λ／４線路３４Ｃの他端に接続されている。この第６合
成器１０Ｆにおいても、上述した第５合成器１０Ｅと同様の効果を奏する。
【０１３９】
　次に、第７の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第７合成器１０Ｇと記
す）について図２１を参照しながら説明する。
【０１４０】
　この第７合成器１０Ｇは、図２１に示すように、第１合成器１０Ａと第４合成器１０Ｄ
とが組み合わされた構成を有する。すなわち、２つの第３λ／４線路３４Ｃａ及び３４Ｃ
ｂを有し、第２λ／４線路３４Ｂと該第２λ／４線路３４Ｂと電磁結合する一方の第３λ
／４線路３４Ｃａとによる第１方向性結合器４０Ａと、第１λ／４線路３４Ａと該第１λ
／４線路３４Ａと電磁結合する他方の第３λ／４線路３４Ｃｂとによる第２方向性結合器
４０Ｂとを有する。この第７合成器１０Ｇにおいては、第１合成器１０Ａによる効果と第
４合成器１０Ｄによる効果を併せ持つ。
【０１４１】
　次に、第８の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第８合成器１０Ｈと記
す）について図２２を参照しながら説明する。
【０１４２】
　この第８合成器１０Ｈは、図２２に示すように、第２合成器１０Ｂと第５合成器１０Ｅ
とが組み合わされた構成を有する。すなわち、２つの第３λ／４線路３４Ｃａ及び３４Ｃ
ｂと２つの第４λ／４線路３４Ｄａ及び３４Ｄｂとを有し、第２λ／４線路３４Ｂと該第
２λ／４線路３４Ｂと電磁結合する一方の第３λ／４線路３４Ｃａとによる第１方向性結
合器４０Ａと、第１λ／４線路３４Ａと該第１λ／４線路３４Ａと電磁結合する他方の第
３λ／４線路３４Ｃｂとによる第２方向性結合器４０Ｂとを有する。一方の第４λ／４線
路３４Ｄａは第１方向性結合器４０Ａと第１モニタ端子３６ａ間に接続され、他方の第４
λ／４線路３４Ｄｂは第２方向性結合器４０Ｂと第２モニタ端子３６ｂ間に接続されてい
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る。この第８合成器１０Ｈにおいては、第２合成器１０Ｂによる効果と第５合成器１０Ｅ
による効果を併せ持つ。
【０１４３】
　次に、第９の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第９合成器１０Ｉと記
す）について図２３及び図２４を参照しながら説明する。
【０１４４】
　この第９合成器１０Ｉは、図２３に示すように、第２λ／４線路３４Ｂと出力端子３０
との間に第５λ／４線路３４Ｅが形成され、該第５λ／４線路３４Ｅと電磁結合する第６
λ／４線路３４Ｆが形成されている。第６λ／４線路３４Ｆの一端に第３モニタ端子３６
ｃが接続され、第６λ／４線路３４Ｆの他端に第３終端端子３８ｃを介して終端抵抗Ｒｅ
が接続されている。つまり、第５λ／４線路３４Ｅと第６λ／４線路３４Ｆとで１つの方
向性結合器（第３方向性結合器４０Ｃ）が構成されている。
【０１４５】
　すなわち、第９合成器１０Ｉは、図２４に示すように、誘電体基板４２が、上から順に
、第１誘電体層Ｓ１～第６誘電体層Ｓ６が積み重ねられて構成され、第３誘電体層Ｓ３の
主面に第１λ／４線路３４Ａ及び第２λ／４線路３４Ｂが形成され、第５誘電体層Ｓ５の
主面に第５λ／４線路３４Ｅ及び第６λ／４線路３４Ｆが形成されている。第１λ／４線
路３４Ａの一端はキャリア側入力端子２６に接続され、第１λ／４線路３４Ａの他端及び
ピーク側入力端子２８は合成点３２を介して第２λ／４線路３４Ｂの一端に接続され、第
２λ／４線路３４Ｂの他端は第３誘電体層Ｓ３及び第４誘電体層Ｓ４を貫通するビアホー
ル７２を介して第５λ／４線路３４Ｅの一端に接続され、第５λ／４線路３４Ｅの他端は
出力端子３０に接続され、第６λ／４線路３４Ｆの一端は第３モニタ端子３６ｃに接続さ
れ、第６λ／４線路３４Ｆの他端は第３終端端子３８ｃに接続されている。
【０１４６】
　図２３に示すように、第３モニタ端子３６ｃと第３モニタ出力端子５２ｃ間には、第３
モニタ回路５０ｃが電気的に接続されている。この第３モニタ回路５０ｃは、合成点３２
から出力端子３０にかけて流れる信号のレベルをモニタするための回路であり、上述した
第１モニタ回路５０ａと同様の構成を有する。
【０１４７】
　この第９合成器１０Ｉにおいても、第１合成器１０Ａと同様に、ドハティ増幅器１６の
出力信号のモニタを精度高く行うことが可能になり、よってドハティ増幅器１６で問題と
なる利得歪、位相歪を増幅器効率の低下を招くことなく改善することができる。また、ス
トリップライン構造の採用により、外部回路の影響を受けにくくすると共に、合成器の部
分と方向性結合器の部分との間の信号の漏洩を抑制し、利得歪、位相歪を効果的に抑制す
ることができる。
【０１４８】
　また、第９合成器１０Ｉを用いることで、ドハティ増幅器１６の出力歪、位相歪を抑制
するために必要な部品点数を削減でき、回路の小型化・軽量化が可能になる。これにより
、携帯電話の基地局アンテナ上に搭載される機器の増加に伴う建設コストの高価格化を抑
制することが可能になると共に、使用部品の点数削減により、部品の接続箇所が削減され
るため、信頼性が向上する。
【０１４９】
　次に、第１０の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第１０合成器１０Ｊ
と記す）について図２５及び図２６を参照しながら説明する。
【０１５０】
　この第１０合成器１０Ｊが適用されるドハティ増幅器１６は、第１合成器１０Ａが適用
されるドハティ増幅器１６とほぼ同様の構成を有するが、図２５に示すように、キャリア
増幅器１２のゲートバイアス電圧を制御するための第１制御器７４ａを有する点で異なる
。
【０１５１】
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　そして、第１０合成器１０Ｊは、図２５に示すように、第１合成器１０Ａと同様のキャ
リア側入力端子２６、ピーク側入力端子２８及び出力端子３０と、キャリア増幅器１２か
らのキャリア信号の振幅情報を出力するための第４モニタ端子３６ｄと、キャリア側入力
端子２６と第１λ／４線路３４Ａとの間の第１線路７６ａに平行して配置され、第１線路
７６ａと電磁気的に結合された第１モニタ線路７８ａとを有する。
【０１５２】
　すなわち、第１０合成器１０Ｊは、図２６に示すように、誘電体基板４２の第１側面４
２ａに少なくともキャリア側入力端子２６とピーク側入力端子２８が形成され、誘電体基
板４２の第２側面４２ｂには、少なくとも出力端子３０と第４モニタ端子３６ｄと第４終
端端子３８ｄとが形成されている。
【０１５３】
　誘電体基板４２は、上から順に、第１誘電体層Ｓ１～第４誘電体層Ｓ４が積み重ねられ
て構成され、第３誘電体層の主面に第１λ／４線路３４Ａ及び第２λ／４線路３４Ｂと、
キャリア側入力端子２６から第１λ／４線路３４Ａの一端に延びる第１線路７６ａと電磁
結合される第１モニタ線路７８ａとが形成されている。第１λ／４線路３４Ａの他端及び
ピーク側入力端子２８は合成点３２を介して第２λ／４線路３４Ｂの一端に接続され、第
２λ／４線路３４Ｂの他端は出力端子３０に接続され、第１モニタ線路７８ａの一端は第
４モニタ端子３６ｄに接続され、第１モニタ線路７８ａの他端は第４終端端子３８ｄに接
続されている。
【０１５４】
　図２５に示すように、第４モニタ端子３６ｄには、第４モニタ回路５０ｄが電気的に接
続されている。この第４モニタ回路５０ｄは、キャリア側入力端子２６に入力されたキャ
リア増幅器１２からのキャリア信号の振幅レベルをモニタするための回路であり、第１モ
ニタ回路５０ａと同様の構成を有する。第４モニタ回路５０ｄの第４モニタ出力端子５２
ｄから出力される信号は第１制御器７４ａに入力される。第１制御器７４ａは、入力され
た第４モニタ出力端子５２ｄからの信号のレベルに応じて、キャリア増幅器１２のゲート
バイアス電圧を調整する。
【０１５５】
　このように、第１０合成器１０Ｊにおいては、キャリア増幅器１２の振幅に対する飽和
特性をモニタすることが可能となるため、キャリア増幅器１２の入力レベルに対する出力
レベルを確認することができる。飽和領域をモニタすることにより、キャリア増幅器１２
のゲートバイアス電圧の制御を行うことで、ドハティ増幅器１６のＡＭ／ＡＭ特性を改善
させることが可能であり、従来のドハティ増幅器と比較して効率低下することなく低歪化
が可能となる。また、第４モニタ回路５０ｄをダイオードＤａを主体した回路構成とした
ので、第４モニタ回路５０ｄにおいて、キャリア増幅器１２の高周波信号が検波可能にな
る。ゲートバイアス電圧の制御に用いる信号としては、振幅情報のみが必要であるが、第
４モニタ回路５０ｄを用いることで、例えば半波整流された信号を得ることができ、キャ
リア増幅器１２のゲートバイアス電圧の制御に必要な振幅情報を第１制御器７４ａに供給
することができる。
【０１５６】
　次に、第１１の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第１１合成器１０Ｋ
と記す）について図２７及び図２８を参照しながら説明する。
【０１５７】
　この第１１合成器が適用されるドハティ増幅器１０Ｋは、第１合成器１０Ａが適用され
るドハティ増幅器１６とほぼ同様の構成を有するが、図２７に示すように、ピーク増幅器
１４のゲートバイアス電圧を制御するための第２制御器７４ｂを有する点で異なる。
【０１５８】
　そして、第１１合成器１０Ｋは、図２７に示すように、第１合成器１０Ａと同様のキャ
リア側入力端子２６、ピーク側入力端子２８及び出力端子３０と、ピーク増幅器１４から
のピーク信号の振幅情報を出力するための第５モニタ端子３６ｅと、ピーク側入力端子２
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８と第１λ／４線路３４Ａとの間の第２線路７６ｂに平行して配置され、第２線路７６ｂ
と電磁気的に結合された第２モニタ線路７８ｂとを有する。
【０１５９】
　すなわち、第１１合成器１０Ｋは、図２８に示すように、誘電体基板４２の第１側面４
２ａに少なくともキャリア側入力端子２６とピーク側入力端子２８が形成され、誘電体基
板４２の第２側面４２ｂに少なくとも出力端子３０と第５モニタ端子３６ｅと第５終端端
子３８ｅとが形成されている。
【０１６０】
　誘電体基板４２は、上から順に、第１誘電体層Ｓ１～第４誘電体層Ｓ４が積み重ねられ
て構成され、第３誘電体層Ｓ３の主面に第１λ／４線路３４Ａ及び第２λ／４線路３４Ｂ
と、ピーク側入力端子２８から第１λ／４線路３４Ａの他端に延びる第２線路７６ｂと電
磁結合される第２モニタ線路７８ｂとが形成されている。第１λ／４線路３４Ａの一端は
キャリア側入力端子２６に接続され、第１λ／４線路３４Ａの他端及びピーク側入力端子
２８は合成点３２を介して第２λ／４線路３４Ｂの一端に接続され、第２λ／４線路３４
Ｂの他端は出力端子３０に接続され、第２モニタ線路７８ｂの一端は第５モニタ端子３６
ｅに接続され、第２モニタ線路７８ｂの他端は第５終端端子３８ｅに接続されている。
【０１６１】
　図２７に示すように、第５モニタ端子３６ｅには、第５モニタ回路５０ｅが電気的に接
続されている。この第５モニタ回路５０ｅは、ピーク側入力端子２８に入力されたピーク
増幅器１４からのピーク信号のレベルをモニタするための回路であり、第１モニタ回路５
０ａと同様の構成を有する。第５モニタ回路５０ｅの第５モニタ出力端子５２ｅから出力
される信号は第２制御器７４ｂに入力される。第２制御器７４ｂは、入力された第５モニ
タ出力端子５２ｅからの信号のレベルに応じて、ピーク増幅器１４のゲートバイアス電圧
を調整する。
【０１６２】
　このように、第１１合成器１０Ｋにおいては、ピーク増幅器１４からの出力信号がモニ
タ可能となり、これにより、ピーク増幅器１４のゲートバイアス電圧を適宜補正すること
が可能となるため、ドハティ増幅器１６を使用する上で問題となる利得歪を、増幅器効率
の低下を招くことなく改善することができる。また、第５モニタ回路５０ｅを用いること
で、例えば半波整流された信号を得ることができ、ピーク増幅器１４のゲートバイアス電
圧の制御に必要な振幅情報を第２制御器７４ｂに供給することができる。
【０１６３】
　次に、第１２の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第１２合成器１０Ｌ
と記す）について図２９～図３０を参照しながら説明する。
【０１６４】
　この第１２合成器１０Ｌが適用されるドハティ増幅器１６は、図２９に示すように、キ
ャリア増幅器１２のゲートバイアス電圧を制御するための第１制御器７４ａと、ピーク増
幅器１４のゲートバイアス電圧を制御するための第２制御器７４ｂとを有する。
【０１６５】
　そして、第１２合成器１０Ｌは、第１０合成器１０Ｊと第１１合成器１０Ｋとが組み合
わされた構成を有する。具体的には、図３０に示すように、誘電体基板４２の第１側面４
２ａに少なくともキャリア側入力端子２６とピーク側入力端子２８が形成され、誘電体基
板４２の第２側面４２ｂに少なくとも出力端子３０、第４モニタ端子３６ｄ、第４終端端
子３８ｄ、第５モニタ端子３６ｅ及び第５終端端子３８ｅが形成されている。
【０１６６】
　誘電体基板４２は、上から順に、第１誘電体層Ｓ１～第４誘電体層Ｓ４が積み重ねられ
て構成され、第３誘電体層Ｓ３の主面に第１λ／４線路３４Ａ、第２λ／４線路３４Ｂ、
第１モニタ線路７８ａ及び第２モニタ線路７８ｂが形成されている。第１λ／４線路３４
Ａの一端はキャリア側入力端子２６に接続され、第１λ／４線路３４Ａの他端及びピーク
側入力端子２８は合成点３２を介して第２λ／４線路３４Ｂの一端に接続され、第２λ／
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４線路３４Ｂの他端は出力端子３０に接続されている。第１モニタ線路７８ａの一端は第
４モニタ端子３６ｄに接続され、第１モニタ線路７８ａの他端は第４終端端子３８ｄに接
続され、第２モニタ線路７８ｂの一端は第５モニタ端子３６ｅに接続され、第２モニタ線
路７８ｂの他端は第５終端端子３８ｅに接続されている。また、第４モニタ端子３６ｄに
は第４モニタ回路５０ｄが接続され、第５モニタ端子３６ｅには第５モニタ回路５０ｅが
接続されている。第４モニタ回路５０ｄの第４モニタ出力端子５２ｄから出力される信号
は第１制御器７４ａに入力され、第５モニタ回路５０ｅの第５モニタ出力端子５２ｅから
出力される信号は第２制御器７４ｂに入力される。
【０１６７】
　この第１２合成器１０Ｌにおいては、第１０合成器１０Ｊによる効果と第１１合成器１
０Ｋによる効果を併せ持つ。すなわち、キャリア増幅器１２のゲートバイアス電圧の制御
に加え、ピーク増幅器１４のゲートバイアス電圧の制御も行うことができるため、ドハテ
ィ増幅器１６の出力飽和点を向上させることができる。その結果、ＤＰＤ等の歪補償器で
のバックオフ点を改善でき、さらなる高効率化が可能となる。
【０１６８】
　次に、第１３の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第１３合成器１０Ｍ
と記す）について図３１及び図３２を参照しながら説明する。
【０１６９】
　この第１３合成器１０Ｍは、図３１に示すように、第１合成器１０Ａと同様のキャリア
側入力端子２６、ピーク側入力端子２８及び出力端子３０と、ドハティ増幅器１６の出力
信号の振幅情報を出力するための第６モニタ端子３６ｆと、出力端子３０と第２λ／４線
路３４Ｂとの間の第３線路７６ｃに平行して配置され、且つ、第３線路７６ｃと電磁気的
に結合された第３モニタ線路７８ｃとを有する。
【０１７０】
　すなわち、第１３合成器１０Ｍは、図３２に示すように、誘電体基板４２の第１側面４
２ａに少なくともキャリア側入力端子２６とピーク側入力端子２８が形成され、誘電体基
板４２の第２側面４２ｂに少なくとも出力端子３０と第６モニタ端子３６ｆと第６終端端
子３８ｆとが形成されている。
【０１７１】
　誘電体基板４２は、上から順に、第１誘電体層Ｓ１～第４誘電体層Ｓ４が積み重ねられ
て構成され、第３誘電体層Ｓ３の主面に第１λ／４線路３４Ａ及び第２λ／４線路３４Ｂ
と、第２λ／４線路３４Ｂの一端から出力端子３０に延びる第３線路７６ｃと電磁結合さ
れる第３モニタ線路７８ｃとが形成されている。第１λ／４線路３４Ａの一端はキャリア
側入力端子２６に接続され、第１λ／４線路３４Ａの他端及びピーク側入力端子２８は合
成点３２を介して第２λ／４線路の他端に接続され、第３モニタ線路７８ｃの一端は第６
モニタ端子３６ｆに接続され、第３モニタ線路７８ｃの他端は第６終端端子３８ｆに接続
されている。
【０１７２】
　図３１に示すように、第６モニタ端子３６ｆと第６モニタ出力端子５２ｆ間には、第６
モニタ回路５０ｆが電気的に接続されている。この第６モニタ回路５０ｆは、ドハティ増
幅器１６の出力レベルをモニタするための回路であり、第１モニタ回路５０ａと同様の構
成を有する。
【０１７３】
　この第１３合成器１０Ｍにおいては、ドハティ増幅器１６のＡＭ／ＡＭ歪（利得歪）補
正用信号、並びにＡＰ／ＰＭ歪（振幅位相歪）補正用信号をモニタすることができる。す
なわち、第１合成器１０Ａと同様に、ドハティ増幅器１６の出力信号のモニタを精度高く
行うことが可能になり、これにより、ドハティ増幅器１６で問題となる利得歪、位相歪を
増幅器効率の低下を招くことなく改善することができる。また、ストリップライン構造の
採用により、外部回路の影響を受けにくくすると共に、合成器の部分と方向性結合器の部
分との間の信号の漏洩を抑制し、利得歪、位相歪を効果的に抑制することができる。
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【０１７４】
　また、第１３合成器１０Ｍを用いることで、ドハティ増幅器１６の出力歪、位相歪を抑
制するために必要な部品点数を削減でき、回路の小型化・軽量化が可能になる。これによ
り、携帯電話の基地局アンテナ上に搭載される機器の増加に伴う建設コストの高価格化を
抑制することが可能になると共に、使用部品の点数削減により、部品の接続箇所が削減さ
れるため、信頼性が向上する。
【０１７５】
　ここで、第１合成器１０Ａ～第１３合成器１０Ｍに関し、２つの好ましい変形例（第１
変形例及び第２変形例）について、図３３及び図３４を参照しながら説明する。
【０１７６】
　先ず、第１変形例に係る合成器１０ａは、例えば第１合成器１０Ａに適用した場合を主
体に説明すると、図３３に示すように、キャリア側入力端子２６と第１λ／４線路３４Ａ
との間に第１結合コンデンサＣ３ａを接続し、ピーク側入力端子２８と第１λ／４線路３
４Ａとの間に第２結合コンデンサＣ３ｂを接続する。
【０１７７】
　第１合成器１０Ａのキャリア側入力端子２６にはキャリア増幅器１２のドレイン端子が
接続され、ピーク側入力端子２８にはピーク増幅器１４のドレイン端子が接続されること
になるため、上述の第１結合コンデンサＣ３ａ及び第２結合コンデンサＣ３ｂを接続する
ことにより、キャリア増幅器１２及びピーク増幅器１４の各ドレイン端子に供給される直
流電力を第１合成器１０Ａと切り離し、高周波成分のみを第１合成器１０Ａに入力するこ
とができる。特に、この変形例１では、誘電体基板４２内に、上述した第１λ／４線路３
４Ａ、第２λ／４線路３４Ｂ及び第３λ／４線路３４Ｃと共に第１結合コンデンサＣ３ａ
及び第２結合コンデンサＣ３ｂを形成して一体化したので、小型化を図ることができる。
【０１７８】
　第２変形例に係る合成器１０ｂは、図３４に示すように、１つのピーク増幅器１４に対
して複数のキャリア増幅器１２を並列に接続したＮ－Ｗａｙドハティ増幅器（Ｎは３以上
の整数）に接続されるもので、例えば第１２合成器１０Ｌに適用した場合を主体に説明す
ると、複数のキャリア増幅器１２に対応した複数のキャリア側入力端子２６と、１つのピ
ーク増幅器１４に対応した１つのピーク側入力端子２８と、１つの出力端子３０と、複数
のキャリア側入力端子２６と１つの合成点３２との間にそれぞれ接続された複数の第１λ
／４線路３４Ａと、合成点３２と出力端子３０との間に接続された１つの第２λ／４線路
３４Ｂとを有する。
【０１７９】
　また、この第２変形例に係る合成器１０ｂは、各キャリア側入力端子２６とそれぞれ対
応する第１λ／４線路３４Ａとの間の各第１線路７６ａに平行して配置され、対応する第
１線路７６ａにそれぞれ電磁結合された複数の第１モニタ線路７８ａと、ピーク側入力端
子２８と合成点３２との間の第２線路７６ｂに平行して配置され、第２線路７６ｂと電磁
気的に結合された第２モニタ線路７８ｂとを有する。
【０１８０】
　複数の第１モニタ線路７８ａの各一端はそれぞれ対応する第４モニタ端子３６ｄに接続
され、複数の第１モニタ線路７８ａの各他端はそれぞれ対応する第４終端端子３８ｄに接
続されている。また、第２モニタ線路７８ｂの一端は第５モニタ端子３６ｅに接続され、
他端は第５終端端子３８ｅに接続されている。そして、図３４では、図示しないが、複数
の第４モニタ端子３６ｄにはそれぞれ第４モニタ回路５０ｄ（図２９参照）が接続されて
おり、各第４モニタ回路５０ｄからの信号がそれぞれ対応する第１制御器７４ａに供給さ
れるようになっている。同様に、第５モニタ端子３６ｅにも第５モニタ回路５０ｅ（図２
９参照）が接続されており、該第５モニタ回路５０ｅからの信号が第２制御器７４ｂに供
給されるようになっている。
【０１８１】
　この第２変形例に係る合成器１０ｂにおいては、複数のキャリア増幅器１２に対応して
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複数の第１λ／４線路３４Ａを有することから、より広い出力範囲で高効率が得られるＮ
－ｗａｙドハティ増幅器の利得歪、位相歪を、増幅器効率の低下を招くことなく改善する
ことができる。
【０１８２】
　次に、第１４の実施の形態に係るドハティ増幅器用合成器（以下、第１４合成器１０Ｎ
と記す）について図３５及び図３６を参照しながら説明する。
【０１８３】
　この第１４合成器１０Ｎは、図３５に示すように、２つのドハティ増幅器（第１ドハテ
ィ増幅器１６Ａ及び第２ドハティ増幅器１６Ｂ）が並列に連結された複合ドハティ増幅器
８０の出力に接続され、第１ドハティ増幅器１６Ａの出力と第２ドハティ増幅器１６Ｂの
出力を合成する回路である。
【０１８４】
　すなわち、複合ドハティ増幅器８０は、図３５に示すように、入力端子８２からの入力
信号を２つに分配する信号分配器８４と、信号分配器８４からの第１入力信号が入力され
る第１ドハティ増幅器１６Ａと、信号分配器８４からの第２入力信号が入力される第２ド
ハティ増幅器１６Ｂとを有する。
【０１８５】
　第１ドハティ増幅器１６Ａは、第１入力信号を２つに分配する第１信号分配器２０Ａと
、ＡＢ級にバイアスされた第１キャリア増幅器１２Ａと、第１信号分配器２０Ａの一方の
出力と第１キャリア増幅器１２Ａの入力とのインピーダンス整合をとる第１キャリア側イ
ンピーダンス整合部２２Ａと、Ｂ級又はＣ級にバイアスされた第１ピーク増幅器１４Ａと
、第１信号分配器２０Ａの他方の出力と第１ピーク増幅器１４Ａの入力とのインピーダン
ス整合をとる第１ピーク側インピーダンス整合部２４Ａとを有する。
【０１８６】
　第２ドハティ増幅器１６Ｂは、上述の第１ドハティ増幅器１６Ａと同様の第２信号分配
器２０Ｂ、第２キャリア増幅器１２Ｂ、第２ピーク増幅器１４Ｂ、第２キャリア側インピ
ーダンス整合部２２Ｂ及び第２ピーク側インピーダンス整合部２４Ｂを有する。
【０１８７】
　そして、第１４合成器１０Ｎは、第１ドハティ増幅器１６Ａに対応した第１合成部８６
Ａと、第２ドハティ増幅器１６Ｂに対応した第２合成部８６Ｂとを有する。
【０１８８】
　第１合成部８６Ａは、第１キャリア増幅器１２Ａからの出力が入力される第１キャリア
側入力端子２６ａと、第１ピーク増幅器１４Ａからの出力が入力される第１ピーク側入力
端子２８ａと、第１キャリア増幅器１２Ａからの出力と第１ピーク増幅器１４Ａからの出
力との第１合成点３２ａと、第１キャリア側入力端子２６ａと第１合成点３２ａとの間に
接続された一方の第１λ／４線路３４Ａａと、第１合成部８６Ａの出力が現れる第１出力
ノード８８ａと、第１合成点３２ａと第１出力ノード８８ａとの間に接続された一方の第
２λ／４線路３４Ｂａとを有する。
【０１８９】
　また、第２合成部８６Ｂは、上述した第１合成部８６Ａと同様に、第２キャリア側入力
端子２６ｂ、第２ピーク側入力端子２８ｂ、第２合成点３２ｂ、他方の第１λ／４線路３
４Ａｂ、第２出力ノード８８ｂ及び他方の第２λ／４線路３４Ｂｂを有する。
【０１９０】
　さらに、この第１４合成器１０Ｎは、第１出力ノード８８ａと出力端子３０間に接続さ
れた第７λ／４線路３４Ｇと、第２出力ノード８８ｂとＧＮＤ（グランド）間に接続され
、第７λ／４線路３４Ｇと電磁結合する第８λ／４線路３４Ｈとを有する。第７λ／４線
路３４Ｇと第８λ／４線路３４Ｈとで１つの方向性結合器（第４方向性結合器４０Ｄ）が
構成されている。
【０１９１】
　さらに、この第１４合成器１０Ｎは、第１合成部８６Ａと、第２合成部８６Ｂとが第４



(30) JP 5705122 B2 2015.4.22

10

20

30

40

50

方向性結合器４０Ｄと共に１つの誘電体基板４２内に一体化して形成されている。
【０１９２】
　すなわち、第１４合成器１０Ｎは、図３６に示すように、誘電体基板４２の第２側面４
２ｂに少なくとも第１キャリア側入力端子２６ａと、第１ピーク側入力端子２８ａと、第
２キャリア側入力端子２６ｂと、第２ピーク側入力端子２８ｂとが形成され、誘電体基板
４２の第１側面４２ａに少なくとも出力端子３０が形成されている。
【０１９３】
　誘電体基板４２は、上から順に、第１誘電体層Ｓ１～第８誘電体層Ｓ８が積み重ねられ
て構成されている。これらの第１誘電体層Ｓ１～第８誘電体層Ｓ８は、１枚あるいは複数
枚の層にて構成される。
【０１９４】
　第１４合成器１０Ｎは、第３誘電体層Ｓ３の主面に第１合成部８６Ａを構成する一方の
第１λ／４線路３４Ａａ、一方の第２λ／４線路３４Ｂａ及び第１合成点３２ａが形成さ
れ、第４誘電体層Ｓ４の主面にシールド端子４４に接続された第１内層シールド電極４８
ａが形成され、第５誘電体層Ｓ５の主面に第４方向性結合器４０Ｄを構成する第７λ／４
線路３４Ｇ及び第８λ／４線路３４Ｈが形成され、第６誘電体層Ｓ６の主面にシールド端
子４４に接続された第２内層シールド電極４８ｂが形成され、第７誘電体層Ｓ７の主面に
第２合成部８６Ｂを構成する他方の第１λ／４線路３４Ａｂ、他方の第２λ／４線路３４
Ｂｂ及び第２合成点３２ｂが形成されている。
【０１９５】
　一方の第１λ／４線路３４Ａａの一端は第１キャリア側入力端子２６ａに接続され、一
方の第２λ／４線路３４Ｂａの一端は第１合成点３２ａを介して一方の第１λ／４線路３
４Ａａの他端及び第１ピーク側入力端子２８ａに接続され、一方の第２λ／４線路３４Ｂ
ａの他端は第３誘電体層Ｓ３及び第４誘電体層Ｓ４を貫通する第１ビアホール７２ａを介
して第７λ／４線路３４Ｇの一端に接続され、第７λ／４線路３４Ｇの他端は出力端子３
０に接続されている。
【０１９６】
　同様に、他方の第１λ／４線路３４Ａｂの一端は第２キャリア側入力端子２６ｂに接続
され、他方の第２λ／４線路３４Ｂｂの一端は第２合成点３２ｂを介して他方の第１λ／
４線路３４Ａｂの他端及び第２ピーク側入力端子２８ｂに接続され、他方の第２λ／４線
路３４Ｂｂの他端は第５誘電体層Ｓ５及び第６誘電体層Ｓ６を貫通する第２ビアホール７
２ｂを介して第８λ／４線路３４Ｈの一端に接続され、第８λ／４線路３４Ｈの他端はシ
ールド端子４４に接続されている。
【０１９７】
　一般に、携帯電話の基地局には郊外用のハイパワーのものから、施設内をカバーする小
型なものまで多くの種類がある。このうち、特に大きな出力が必要な場合には、上述した
複合ドハティ増幅器８０のように、２台のドハティ増幅器を並列に連結して用いることが
ある。このような複合ドハティ増幅器８０に適用したドハティ増幅器用合成器としては、
各ドハティ増幅器に対応した２つの合成器と、２つの合成器の出力を合成するための方向
性結合器とが必要になる。この場合、１台のドハティ増幅器の場合よりも扱う出力が大き
いため、わずかなミスマッチングや位相の変化が、出力の反射によりアンプの破壊等の深
刻な問題を引き起こす。従って、回路基板に実装する際には、各構成部品（２つの合成器
、方向性結合器等）の回路基板への実装位置を考慮したり、回路基板の影響を考慮する必
要があり、設計の自由度が小さく、要求される仕様に対して良好な特性を得るまでに、試
作検討を繰り返さなくてはならず、多大な労力と時間が必要になるという問題がある。
【０１９８】
　これに対して、第１４合成器１０Ｎでは、第１ドハティ増幅器１６Ａに対応した第１合
成部８６Ａと、第２ドハティ増幅器１６Ｂに対応した第２合成部８６Ｂと、第１合成部８
６Ａの出力と第２合成部８６Ｂの出力を合成する第４方向性結合器４０Ｄとを誘電体基板
４２内に一体化して形成するようにしたので、回路基板に対して１つのチップとして実装
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すればよく、ストリップライン構造であることから、回路基板の影響を受けることも少な
くなるため、設計の自由度を上げることができ、要求される仕様に対して良好な特性を容
易に得ることができ、所望の高い出力を得ることもできる。
【０１９９】
　ここで、第１合成器１０Ａ～第１４合成器１０Ｎに関し、２つの好ましい変形例（第３
変形例及び第４変形例）について、図３７及び図３８を参照しながら説明する。
【０２００】
　先ず、第３変形例に係る合成器１０ｃは、図３７に示すように、誘電体基板４２のうち
、回路基板が設置される面の反対面（例えば上面４２ｅ）に設けられた複数の溝９０を有
する。
【０２０１】
　一般に、ドハティ増幅器は、キャリア増幅器１２及びピーク増幅器１４で増幅された高
周波電力が内部で合成されることから、発熱しやすい。そこで、誘電体基板４２に上述の
複数の溝９０を形成することで、合成器１０ｃで発生した熱を大気中に逃がしやすくなり
、発熱による合成器１０ｃの損失の増大を抑制することができ、しかも、合成器１０ｃの
許容入力を高めることができる。
【０２０２】
　第４変形例に係る合成器１０ｄは、図３８に示すように、誘電体基板４２に形成された
複数のサーマルビア９２を有する。サーマルビア９２の形成位置としては、例えば誘電体
基板４２の上面４２ｅから上部シールド電極４６ａ（図３参照）に達する領域、誘電体基
板４２の下面４２ｆから下部シールド電極４６ｂ（図３参照及）に達する領域等がある。
【０２０３】
　この合成器１０ｄにおいては、キャリア増幅器１２とピーク増幅器１４からの信号が入
力されることによって、合成器１０ｄ内で発生した熱をサーマルビア９２を通じて大気中
や回路基板に逃がしやすくなり、発熱による合成器１０ｄの損失の増大を抑制することが
でき、しかも、合成器１０ｄの許容入力を高めることができる。
【実施例】
【０２０４】
［第１実施例］
　比較例１、実施例１～実施例３について、それぞれの出力特性を確認した。
【０２０５】
 (比較例１）
　図３９に示すように、信号分配器２０、キャリア側インピーダンス整合部２２、ピーク
側インピーダンス整合部２４、キャリア増幅器１２及びピーク増幅器１４を有する通常の
ドハティ増幅器１６の出力に、比較例１に係る合成器２００を接続し、さらに、合成器２
００の出力に、特性インピーダンスが５０オームのマイクロストリップ線路２０２（１ｃ
ｍ）を介して３０ｄＢの方向性結合器２０４を接続した。すなわち、回路基板上に、ドハ
ティ増幅器１６と、比較例１に係る合成器２００と、マイクロストリップ線路２０２と、
方向性結合器２０４とを実装した。比較例１に係る合成器２００は、誘電体基板４２内に
第１λ／４線路３４Ａと、合成点３２と、第２λ／４線路３４Ｂとを形成してチップ化し
た。
【０２０６】
　そして、出力端子３０から出力される信号に基づいてドハティ増幅器１６の利得及び増
幅器効率の測定を行った。このとき、比較例１に係る合成器２００からの出力は５２．８
ｄＢｍであった。
【０２０７】
　続いて、回路基板に実装されたものと同じ長さのマイクロストリップ線路２０２と３０
ｄＢの方向性結合器２０４とを含む全体の挿入損失を測定したところ、０．１６ｄＢであ
った。
【０２０８】
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　従って、マイクロストリップ線路２０２と方向性結合器２０４による損失パワーは７．
１Ｗと計算される。
【０２０９】
（実施例１）
　回路基板上に、通常のドハティ増幅器１６と、図２３及び図２４に示す第９合成器１０
Ｉとを実装し、第９合成器１０Ｉのキャリア側入力端子２６にキャリア増幅器１２を接続
し、ピーク側入力端子２８にピーク増幅器１４を接続した。
【０２１０】
　第３モニタ端子３６ｃに接続された第３モニタ回路５０ｃから出力される信号に基づい
てドハティ増幅器１６の利得及び増幅器効率の測定を行った。このとき、第９合成器１０
Ｉからの出力は５２．９ｄＢｍであった。
【０２１１】
　合成器の部分と第３方向性結合器４０Ｃの部分とが誘電体基板４２内で一体化された第
９合成器１０Ｉによる損失パワーは３．９Ｗであり、比較例１に対して４．４Ｗの改善が
実現できた。このときの増幅器効率は４５％であったので、消費電力で９．８Ｗ改善され
た。これは、比較例１にて実装したマイクロストリップ線路２０２の配線ロスがなくなっ
た上に、図２４に示すように、第１λ／４線路３４Ａ、合成点３２及び第２λ／４線路３
４Ｂとからなる合成器の部分と第３方向性結合器４０Ｃとを内層シールド電極４８を間に
挟んで上下に重ねることで、接続配線長を最短にすることができたためと考えられる。
【０２１２】
（実施例２）
　回路基板上に、通常のドハティ増幅器１６と、図１～図３に示す第１合成器１０Ａとを
実装し、第１合成器１０Ａのキャリア側入力端子２６にキャリア増幅器１２を接続し、ピ
ーク側入力端子２８にピーク増幅器１４を接続した。
【０２１３】
　第１モニタ端子３６ａに接続された第１モニタ回路５０ａから出力される信号に基づい
てドハティ増幅器１６の利得及び増幅器効率の測定を行った。このとき、第１合成器１０
Ａからの出力は５２．９５ｄＢであり、比較例１に対して６．７Ｗほど改善された。これ
は消費電力で１４Ｗの改善となる。
【０２１４】
　比較例１に比べ、配線のマイクロストリップ線路２０２のロスがなくなったことに加え
、追加の方向性結合器２０４による損失がなくなったことによる効果と考えられる。
【０２１５】
（実施例３）
　回路基板上に、通常のドハティ増幅器１６と、図１４及び図１５に示す第４合成器１０
Ｄとを実装し、第４合成器１０Ｄのキャリア側入力端子２６にキャリア増幅器１２を接続
し、ピーク側入力端子２８にピーク増幅器１４を接続した。
【０２１６】
　第２モニタ端子３６ｂに接続された第２モニタ回路５０ｂから出力される信号（高周波
信号の包絡線）に基づいてキャリア増幅器１２のゲートバイアスコントロールを行った。
Ｗ－ＣＤＭＡ信号を用い、隣接チャンネル漏洩電力（ＡＣＬＲ　Ａｄｊａｃｅｎｔ　ｃｈ
ａｎｎｅｌ　ｌｅａｋａｇｅ　ｒａｔｉｏ）を測定したところ、－４５ｄＢｃから２ｄＢ
ｃほど改善することができた。
【０２１７】
［第２実施例］
　比較例２、実施例１１及び実施例１２について、それぞれの出力特性を確認した。
【０２１８】
 (比較例２）
　図４０に示すように、信号分配器２０、キャリア側インピーダンス整合部２２、ピーク
側インピーダンス整合部２４、キャリア増幅器１２及びピーク増幅器１４を有する通常の
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ドハティ増幅器１６の出力に、比較例２に係る合成器２００を接続した。すなわち、回路
基板上に、ドハティ増幅器１６と、比較例２に係る合成器２００とを実装した。比較例２
に係る合成器２００は、誘電体基板４２内に第１λ／４線路３４Ａと、合成点３２と、第
２λ／４線路３４Ｂとを形成してチップ化した。
【０２１９】
　そして、ドハティ増幅器１６の基本特性である利得特性及び効率特性を計測したところ
、図４１のような特性であった。このドハティ増幅器１６では、入力側の信号分配器２０
に３ｄＢハイブリッドカプラを使用しているため、最大出力（利得が１ｄＢ低下する点)
より約６ｄＢ低い出力において効率特性に変曲点Ｐａが見られる。この変曲点ｐａよりも
さらに効率を上げようとすると、利得特性に変曲点Ｐｂが現れる。
【０２２０】
　なお、ドハティ増幅器１６が取り扱う信号のピーク・アベレージ信号パワー比（ＰＡＰ
Ｒ：Ｐｅａｋ　Ａｖｅｒａｇｅ　Ｐｏｗｅｒ　Ｒａｔｉｏ）に応じて、入力側の信号分配
器２０の信号分配比は適宜選択可能であり、例えばＰＡＰＲ＝８ｄＢの場合は、入力側の
信号分配器２０に５ｄＢの不等分配カプラを使用することにより達成可能である。
【０２２１】
　そして、ドハティ増幅器１６に対して、歪補償器としてＤＰＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｐｒ
ｅ　Ｄｉｓｔｏｒｔｉｏｎ）を用いて歪補償前後での歪計測を実施した。入力信号はＷ－
ＣＤＭＡを用い、隣接チャネル漏洩電力（ＡＣＬＲ　Ａｄｊａｃｅｎｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ
　Ｌｅａｋａｇｅ　ｐｏｗｅｒ　Ｒａｔｉｏ）により歪を評価した。
【０２２２】
　比較例２では、歪補償前のＡＣＬＲが－４５ｄＢｃに対し、歪補償後のＡＣＬＲは－５
０ｄＢｃとなり、歪補償による歪の改善は－５ｄＢｃに留まった。
【０２２３】
（実施例１１）
　回路基板上に、通常のドハティ増幅器１６と、図２５及び図２６に示す第１０合成器１
０Ｊとを実装し、第１０合成器１０Ｊのキャリア側入力端子２６にキャリア増幅器１２を
接続し、ピーク側入力端子２８にピーク増幅器１４を接続した。そして、第４モニタ端子
３６ｄに接続された第４モニタ回路５０ｄからの出力を、キャリア増幅器１２のゲートバ
イアス電圧を制御するための第１制御器７４ａに入力し、キャリア増幅器１２からのキャ
リア信号の振幅レベルに基づいてキャリア増幅器１２のゲートバイアス電圧を制御可能と
した。
【０２２４】
　これにより、キャリア増幅器１２の利得が低下し始める出力領域において、ゲートバイ
アス電圧を上げることで、キャリア増幅器１２の利得低減を抑制できることから、図４２
に示すように、従来のドハティ増幅器１６の利得に見られた変曲点Ｐｂ（図４１及び図４
５参照）の発生を抑制することが可能となり、この結果、ＤＰＤによる歪補償が容易とな
る。
【０２２５】
　例えば比較例２と同等の計測条件において、歪を計測したところ、歪補償前のＡＣＬＲ
が－４５ｄＢｃだったのに対し、歪補償後のＡＣＬＲは－５６ｄＢｃとなり、比較例２と
比較して歪の改善度合いが－６ｄＢｃ向上した。
【０２２６】
（実施例１２）
　回路基板上に、通常のドハティ増幅器１６と、図２９及び図３０に示す第１２合成器１
０Ｌとを実装し、第１２合成器１０Ｌのキャリア側入力端子２６にキャリア増幅器１２を
接続し、ピーク側入力端子２８にピーク増幅器１４を接続した。そして、第４モニタ端子
３６ｄに接続された第４モニタ回路５０ｄからの出力を、キャリア増幅器１２のゲートバ
イアス電圧を制御するための第１制御器７４ａに入力し、さらに、第５モニタ端子３６ｅ
に接続された第５モニタ回路５０ｅからの出力を、ピーク増幅器１４のゲートバイアス電
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圧を制御するための第２制御器７４ｂに入力し、キャリア増幅器１２からのキャリア信号
の振幅レベルに基づいてキャリア増幅器１２のゲートバイアス電圧を制御可能とすると共
に、ピーク増幅器１４からのピーク信号の振幅レベルに基づいてピーク増幅器１４のゲー
トバイアス電圧を制御可能とした。
【０２２７】
　これにより、キャリア増幅器１２の利得低減抑制効果に加え、ピーク増幅器１４の利得
低減も抑制できることから、図４３に示すように、この実施例１２では、実施例１１と比
較して高出力領域での利得低減がさらに抑制される。この結果、ＤＰＤによる歪補償がさ
らに容易となる。
【０２２８】
　例えば比較例２と同等の計測条件において、歪を計測したところ、歪補償前のＡＣＬＲ
が－４８ｄＢｃだったのに対し、歪補償後のＡＣＬＲは－６１ｄＢｃとなり、比較例２と
比較して歪の改善度合いが－８ｄＢｃ改善した。
【０２２９】
　なお、本発明に係るドハティ増幅器用合成器は、上述の実施の形態に限らず、本発明の
要旨を逸脱することなく、種々の構成を採り得ることはもちろんである。
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